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第４９９回（定例）福崎町議会会議録

令和３年９月３日（金）

午前９時３０分 開 会

○令和３年９月３日、第４９９回（定例）福崎町議会は、福崎町役場に招集された。

○出席議員 １４名

１番 三 輪 一 朝 ８番 宇 﨑 壽 幸

２番 石 川 治 ９番 植 岡 茂 和

３番 大 塚 記美代 １０番 前 川 裕 量

５番 河 嶋 重一郎 １２番 小 林 博

６番 牛 尾 雅 一 １３番 竹 本 繁 夫

７番 冨 田 昭 市 １４番 城 谷 英 之

○欠席議員（な し）

○事務局より出席した職員

事 務 局 長 岩 木 秀 人 主 査 塩 見 浩 幸

○説明のため出席した職員

町 長 尾 﨑 吉 晴 副 町 長 近 藤 博 之

教 育 長 髙 橋 渉 公 営 企 業 管 理 者 福 永 聡

技 監 野 邊 正 彦 会 計 管 理 者 小 幡 伸 一

総 務 課 長 尾 﨑 俊 也 企 画 財 政 課 長 吉 田 利 彦

税 務 課 長 三 木 雅 人 地 域 振 興 課 長 成 田 邦 造

住 民 生 活 課 長 大 塚 久 典 健 康 福 祉 課 長 谷 岡 周 和

農 林 振 興 課 長 松 岡 伸 泰 ま ち づ く り 課 長 山 下 勝 功

上 下 水 道 課 長 橋 本 繁 樹 学 校 教 育 課 長 大 塚 謙 一

社 会 教 育 課 長 松 田 清 彦

代 表 監 査 委 員 鳥 岡 照 義

○議事日程

第 １ 会議録署名議員の指名

第 ２ 会期の決定

第 ３ 諸報告

第 ４ 報告第 ５号 第３２期株式会社もちむぎ食品センター決算報告について

第 ５ 報告第 ６号 令和２年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について

第 ６ 議案第４０号 福崎町文珠荘の指定管理者の指定について

第 ７ 議案第４１号 兵庫県市町交通災害共済組合の解散について

第 ８ 議案第４２号 兵庫県市町交通災害共済組合の解散に伴う財産処分について

第 ９ 議案第４３号 兵庫県市町交通災害共済組合規約の一部変更について

第１０ 議案第４４号 令和２年度福崎町一般会計歳入歳出決算認定について

第１１ 議案第４５号 令和２年度福崎町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認

定について
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第１２ 議案第４６号 令和２年度福崎町後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算

認定について

第１３ 議案第４７号 令和２年度福崎町介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて

第１４ 議案第４８号 令和２年度福崎町水道事業会計決算認定について

第１５ 議案第４９号 令和２年度福崎町工業用水道事業会計決算認定について

第１６ 議案第５０号 令和２年度福崎町下水道事業会計決算認定について

第１７ 議案第５１号 令和２年度福崎町工業団地造成事業会計決算認定について

第１８ 議案第５２号 令和２年度福崎町水道事業剰余金処分について

第１９ 議案第５３号 令和２年度福崎町下水道事業剰余金処分について

第２０ 議案第５４号 福崎町工場立地法準則条例の制定について

第２１ 議案第５５号 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法

律等の施行に伴う関係条例の整理に関する条例について

第２２ 議案第５６号 令和３年度福崎町一般会計補正予算（第３号）について

第２３ 議案第５７号 令和３年度福崎町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１

号）について

第２４ 議案第５８号 令和３年度福崎町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

について

第２５ 議案第５９号 訴えの提起について（町有地の不法占有）

第２６ 議案第６０号 福崎町道路線の廃止及び認定について

○本日の会議に付した事件

第 １ 会議録署名議員の指名

第 ２ 会期の決定

第 ３ 諸報告

第 ４ 報告第 ５号 第３２期株式会社もちむぎ食品センター決算報告について

第 ５ 報告第 ６号 令和２年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について

第 ６ 報告第４０号 福崎町文珠荘の指定管理者の指定について

第 ７ 報告第４１号 兵庫県市町交通災害共済組合の解散について

第 ８ 議案第４２号 兵庫県市町交通災害共済組合の解散に伴う財産処分について

第 ９ 議案第４３号 兵庫県市町交通災害共済組合規約の一部変更について

第１０ 議案第４４号 令和２年度福崎町一般会計歳入歳出決算認定について

第１１ 議案第４５号 令和２年度福崎町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認

定について

第１２ 議案第４６号 令和２年度福崎町後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算

認定について

第１３ 議案第４７号 令和２年度福崎町介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて

第１４ 議案第４８号 令和２年度福崎町水道事業会計決算認定について

第１５ 議案第４９号 令和２年度福崎町工業用水道事業会計決算認定について

第１６ 議案第５０号 令和２年度福崎町下水道事業会計決算認定について

第１７ 議案第５１号 令和２年度福崎町工業団地造成事業会計決算認定について

第１８ 議案第５２号 令和２年度福崎町水道事業剰余金処分について

第１９ 議案第５３号 令和２年度福崎町下水道事業剰余金処分について

第２０ 議案第５４号 福崎町工場立地法準則条例の制定について

第２１ 議案第５５号 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法
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律等の施行に伴う関係条例の整理に関する条例について

第２２ 議案第５６号 令和３年度福崎町一般会計補正予算（第３号）について

第２３ 議案第５７号 令和３年度福崎町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１

号）について

第２４ 議案第５８号 令和３年度福崎町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）

について

第２５ 議案第５９号 訴えの提起について（町有地の不法占有）

第２６ 議案第６０号 福崎町道路線の廃止及び認定について

開会及び開議

議 長 皆さん、おはようございます。

第４９９回福崎町議会定例会の開会に当たりまして、一言ご挨拶を申し上げま

す。

初秋の季節になりましたが、まだ暑い日が続く中、皆様におかれましては、ご

健勝にてご参集を賜り、誠にありがとうございます。

新型コロナウイルス感染症につきましては、緊急事態宣言が発令され、福崎町

を含む中播磨管内でも毎日のように陽性者数が計上されています。感染防止対

策を行う中での、本定例会開催となります。会議中は発言時を含めマスクの着

用をお願いします。なお、演壇、質問席及び議長席については、熱中症等も考

慮し、マウスシールド等の着用を可といたします。換気のため、傍聴席入り口

のドアを開けて進めさせていただきます。手指消毒液を議場ロビーに配置して

いますのでご利用ください。議場に入場される方の検温を実施しておりますの

で、ご協力をよろしくお願いいたします。感染症の予防及び拡大防止に配慮し

て議会運営を運営してまいりたいと思いますので、議員、理事者及び傍聴の皆

様のご理解、ご協力をお願い申し上げます。

さて、本定例会に提案されます案件は、報告第５号から議案第６０号までの報

告２件、議案２１件、計２３件であります。いずれも重要な案件でありますの

で、慎重に審議をいただき、また、議事の円滑なる運営につきましても格別の

ご協力をお願いいたしまして、本定例会の開会の挨拶といたします。

ただいまの出席議員数は１４名でございます。定足数に達しております。よっ

て、第４９９回福崎町議会定例会が成立したことを宣告いたします。

また、総務課及び事務局から写真撮影の申出が出ておりますので、撮影を許可

いたします。

ただいまから、第４９９回福崎町議会定例会を開会いたします。

これより本日の日程に入ります。

本日の日程は、お手元に配付しております議事日程に記載のとおりであります。

日程第１ 会議録署名議員の指名

議 長 日程第１は会議録署名議員の指名であります。

会議録署名議員の指名は、会議規則第１２７条の規定により議長が指名いたし

ます。

３番、大塚記美代議員

９番、植岡茂和議員
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以上、両議員にお願いをいたします。

日程第２ 会期の決定

議 長 日程第２は、会期の決定であります。

会期の決定の件を議題といたします。

去る８月２７日、議会運営委員会を開いて検討をお願いしましたところ、既に

皆さんのお手元に配付しております日程表案のとおり、本日から９月２４日ま

での２２日間としたいと思いますが、ご異議ございませんか。

（「異議なし」の声あり）

議 長 異議なしと認めます。

よって、会期は本日から９月２４日までの２２日間といたします。

日程第３ 諸報告

議 長 日程第３は、諸報告であります。

７月５日の第４９８回福崎町議会臨時会閉会後、本日までの議会活動について、

事務局に報告をさせます。

事 務 局 議会活動報告をいたします。

報告の内容につきましては、主なものを申し上げます。

７月２８日、ホテル北野プラザ六甲荘において、兵庫県町議会議長会定期総会

が開催され、議長、各議員が出席いたしました。

８月２日、兵庫県庁において、兵庫県地方議会協議会が開催され、議長が出席

いたしました。

９月１日、赤穂市文化会館において、赤穂市制７０周年記念式典が開催され、

議長が出席いたしました。

そのほかの議会活動報告は、お手元に配付の報告書のとおりです。

以上です。

議 長 以上で、議会活動報告を終わります。

また、例月出納検査の報告書が議長宛てに提出されており、その写しを配付し

ております。

次は、議案の上程及び議案説明であります。これより、報告第５号、第３２期

株式会社もちむぎ食品センター決算報告についてから、議案第６０号、福崎町

道路線の廃止及び認定についてまでの２３件を議題といたします。

これから、上程議案に対する町長の提案内容の説明を求めてまいります。

町 長 皆さん、おはようございます。

本日は、第４９９回定例会を招集しましたところ、全員のご出席を賜りありが

とうございます。

東京オリンピックが終わり、パラリンピックの熱戦も終盤を迎えています。

東京オリンピックでは、日本選手が大活躍をしました。金メダル２７個を含む

合計５８個のメダルを獲得しました。多くの皆さんがテレビの前で声援を送ら

れたのではないかと思います。

新型コロナウイルスの感染拡大が止まらず、賛否両論のある中での開催となり

ましたが、無事に閉会式を迎えることができ、まずはよかったなと安堵をして

おります。

金メダルを取れた選手、力を発揮できなかった選手、どの選手も試合後のイン



－5－

タビューでは、「支えてくれた周りの方々に感謝をします」と、必ず感謝の気

持ちを述べていたのが印象に残っています。

そして、今、行われているパラリンピックは、様々な障がいのある選手が世界

中から集まって、創意工夫を凝らして限界に挑む大会です。陸上競技や水泳、

サッカー、柔道などのほか、ボッチャなど、パラリンピック特有の競技もあり

ます。

選手はすごい力を持っています。つらいことがあっても向き合い、乗り越えよ

うとする力、難しいことがあっても諦めずに頑張る力。人の心を揺さぶり、や

る気を与えてくれる力があります。パラリンピックは、私たちにたくさんの勇

気と感動を与えてくれるはずです。

このように世界的なスポーツ大会が開催されている一方で、兵庫県は８月２０

日から４度目の緊急事態宣言下となりました。感染力が非常に強いデルタ株に

よる感染が全国で拡大しています。その中でも家庭内感染の割合が高くなって

います。家族を守るために私たちができる最も身近で重要な対策は、３密を避

ける、マスクの着用、小まめな手指の消毒などです。また、飲酒を伴う懇親会

や大人数で長時間に及ぶ飲食は感染リスクが高まりますので控えることが大切

であります。これらのことを改めて呼びかけてまいります。

もう１つのコロナ対策の柱であるワクチン接種は、着実に進んでいます。６０

歳以上と基礎疾患を有する方へのワクチン接種は、希望者全員に完了しました。

１２歳以上５９歳までの対象者は約１万人ですが、８月２５日現在、約５，３

００人分のワクチンを確保して予約を受け付けています。９月１６日からは、

さらに１，２００人分の予約を開始します。

ワクチン接種で感染を完全に防ぐことはできませんが、万一感染しても重症化

を抑える効果が期待されています。希望される方全員にできるだけ速やかにワ

クチン接種ができるよう、全力で取り組みます。

かねてから多くの町民の皆様から文珠荘再開の要望を聞いていました。昨年の

募集では、新型コロナウイルス感染拡大の影響で応募はありませんでした。こ

のたび、改めて再募集したところ２者から応募があり、審査の結果、メディ

カ・ジャパン株式会社を指定管理者とする議案を提出しています。異業種参入

ではありますが、事業計画に創意工夫があり、文珠荘の運営に強い意欲と熱意

が感じられました。議決をいただければ、１月初旬に再オープンする予定で進

め、町民の皆様の声に応えていきたいと考えておりますので、よろしくお願い

をいたします。

８月１日に、第５３代兵庫県知事に齋藤元彦知事が就任されました。５期２０

年にわたる井戸県政と同様、県と協力、連携して町政を進めていきたいと考え

ております。

各課からの事業報告です。

総務課では、令和４年度採用の職員採用試験の募集を締め切りました。一般行

政職は若干名の採用予定に対して４５人、保健師１人に対し２人、保育教諭２

人に対し６人、土木職１人に対し２人、建築職１人に対し８人の応募がありま

した。

１次試験は、９月１９日、神戸医療福祉大学で実施します。

次に、選挙管理事務についてですが、選挙人名簿の定時登録者数は、９月１日

の基準日現在、男子７，３８８人、女子８，０７８人、計１万５，４６６人と

なり、前回の６月の選挙時登録より６７人の減となっています。

企画財政課では、８月３０日に大塚製薬株式会社と包括連携に関する協定を締
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結しました。住民サービスの向上と健康的な生活の実現を目指し、健康維持・

増進、食育、防災減災などに関して、連携・協力していきます。

町有地の売払いに係る一般競争入札を９月１７日に公告し、１０月１８日に開

札の予定で準備を進めています。物件は、東田原で２区画、駅前で２区画、西

治で２区画の合計６区画です。

税務課では、令和３年度町県民税の納税通知書を６月１６日に、国民健康保険

税・後期高齢者医療保険料・介護保険料の納入通知書を７月１６日に発送しま

した。

また、滞納整理対策委員会では、債権管理条例に基づき、税・使用料等の債権

管理台帳を作成し、情報の共有化を図るとともに、令和３年度徴収計画に基づ

き、関係課と連携しながら滞納整理に取り組みます。

地域振興課では、福崎秋まつりは新型コロナウイルス感染症の影響で中止とし

ました。

福崎町商工会による「なっ得商品券」事業が、７月１５日から始まりました。

今回も新型コロナウイルス感染症対策事業として、プレミアム部分を２０％と

し、額面総額を１億２，０００万円に増額し、令和４年１月１４日まで実施し

ます。

住民生活課では、子育て世帯生活支援特別給付金などの新型コロナウイルス感

染症対応支援策につきましては、順調に給付事務を進めています。

自然歩道を歩こう大会は、新型コロナウイルス感染症の影響で中止としました。

秋の全国交通安全運動は、９月２１日から９月３０日までの予定で実施されま

す。

健康福祉課では、新型コロナウイルスワクチン接種については、５９歳以下の

方への接種も進んでおり、接種済みの方と９月に接種予定の第２次予約の方を

合わせると、全人口に対する接種率は約７０％になります。１２歳から高齢者

までの対象者では、接種率は８０％となります。

９月は老人福祉月間で、１日には最高齢者宅を訪問し、祝福させていただきま

した。３０日には文化センターで老人芸能慰安会を開催し、曲芸・漫才・歌謡

ショーなどをお楽しみいただく予定です。

農林振興課では、福崎町農業委員会において、８月２６日、２７日の２日間で、

町内全域の農地パトロールを実施しました。今後、耕作放棄地や不適切な使用

等について整理し、所有者等に対し文書や現地立会い等を行い、適正な管理と

なるように指導します。

人と動物とのすみ分けを図るため、山林の見通しをよくする野生動物共生林整

備事業を田口地区で進めています。８月２０日に事業説明会を開催しました。

今年度は、支障木の伐採や間伐・刈り払い等、整備工事を実施します。

まちづくり課では、福崎駅へのアクセス強化などを目的に取り組んでいる都市

計画道路福崎駅田原線の見直しについては、国、県との調整も進み、１０月の

町都市計画審議会、１１月の県都市計画審議会を経て、１２月の都市計画変更

を目指します。

また、町道福崎駅田原線及び町道千束新町線について、測量業務から事業着手

いたします。

道路の舗装経年劣化などに対応するため、町道中島八幡線などにおいて、舗装

修繕工事を実施します。

橋梁補修では、定期点検の実施や補修工事の進捗を図ります。

高岡地区で発生している町有地の不法占有については、相手方との話合いを進
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めてきましたが、解決の見込みがないため、提訴することとしました。

上下水道課では、水道事業では、南大貫地区において、東部工業団地配水池送

水管更新跡の舗装本復旧工事を進めています。また、駅前、馬田、新町地区に

おいて、各戸メーター替えを１０月から実施します。

下水道事業汚水整備では、昨年度に引き続き、マンホールポンプ通報装置改築

工事（その２）を施工すべく入札事務を進めています。

雨水幹線整備では、南田原地区の川すそ雨水幹線工事を進めています。併せて、

播但道福崎南ランプから上流へ約５００メートルの区間の詳細設計に取り組ん

でいます。

福田・駅前地区では、直谷第２雨水幹線工事（その１）が完了し、（その２）

の工事発注を目指して取組を進めています。

工業団地整備室では、工業団地造成事業は造成工事がほぼ完了し、売却に向け

て事務を進めています。

また、隣接するイーストパークの駐車場の整備工事にも着手しています。

学校教育課では、福崎西中学校、福崎東中学校、田原小学校のトイレ洋式化工

事の実施設計業務を委託しました。令和４年度での工事実施に向けて準備を進

めます。

令和２年９月から着手していた福崎小学校北校舎長寿命化改修工事は、８月末

で校舎内部が完成し、２学期から子どもたちは新しい教室やトイレを使ってい

ます。新型コロナウイルスの感染が広がる中、２学期が始まりました。これま

で以上に児童生徒にマスクの正しい着用の指導や手指消毒の徹底、給食時にお

ける黙食など、感染防止を徹底します。そのような状況の中ではありますが、

運動会や体育大会、修学旅行など、子どもたちに意義深い行事をできる限り開

催していきたいと考えています。

社会教育課では、毎年８月に開催している山桃忌は、今年で第４２回を迎えま

した。

図書館では、恒例行事となりましたキャンドルナイトを９月１０日の夕暮れか

ら開催いたします。

１０月３０日の文化講演会は、東大のクイズ王としてテレビでおなじみの伊沢

拓司氏をお招きし、文化センターで開催する予定です。町内の方に限定すると

ともに、エルデホールのメインホールにも同時放映することで調整を進めてい

ます。

さて、今議会に提出した議案は、報告２件、議案２１件の計２３件です。

報告第５号、第３２期株式会社もちむぎ食品センター決算報告については、令

和２年４月１日から令和３年３月３１日までの第３２期の決算内容を報告する

ものです。

報告第６号、令和２年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告については、

地方公共団体の財政の健全化に関する法律に基づき、監査委員の意見をつけて

報告するものです。

議案第４０号、福崎町文珠荘の指定管理者の指定については、福崎町文珠荘の

指定管理者にメディカ・ジャパン株式会社を指定することについて、議会の議

決を求めるものです。

議案第４１号、兵庫県市町交通災害共済組合の解散についてから、議案第４３

号、兵庫県市町交通災害共済規約の一部変更についてまでは、兵庫県市町交通

災害共済組合の解散に係る３議案で、財産の処分の方法や規約の一部変更など

について、議会の議決を求めるものです。
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議案第４４号、令和２年度福崎町一般会計歳入歳出決算認定についてから、議

案第４７号、令和２年度福崎町介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定につい

てまでは、地方自治法第２３３条第３項の規定により、監査委員の意見をつけ

て、議会の認定をお願いするものです。

議案第４８号、令和２年度福崎町水道事業会計決算認定についてから、議案第

５１号、令和２年度福崎町工業団地造成事業会計決算認定についてまでは、地

方公営企業法第３０条第４項の規定により、監査委員の意見をつけて、議会の

認定をお願いするものです。

議案第５２号、令和２年度福崎町水道事業剰余金処分について及び議案第５３

号、令和２年度福崎町下水道事業剰余金処分については、水道事業及び下水道

事業のそれぞれの決算認定の議案に関連するもので、未処分利益剰余金の一部

を処分することについて、議会の議決を求めるものです。

議案第５４号、福崎町工場立地法準則条例の制定については、工業専用地域に

おいて、工場敷地面積に対する緑地及び環境施設のそれぞれの面積の割合に関

する事項について、国が定めた基準に代えて、福崎町の実情に合わせて独自に

適用すべき基準を設定するための工場立地法の規定に基づく条例の制定で、公

布の日から施行するものです。

議案第５５号、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律

等の施行に伴う関係条例の整備に関する条例については、デジタル社会の形成

を図るための関係法律の整備に関する法律等の施行に伴い、関係する条例に所

要の改正をする整理条例の制定で、令和３年９月１日から適用するものです。

議案第５６号、令和３年度福崎町一般会計補正予算（第３号）については、既

定の総額に歳入歳出それぞれ１億３，７００万円を追加し、歳入歳出総額を８

４億５，６７０万円とするものです。

議案第５７号、令和３年度福崎町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

については、既定の総額に歳入歳出それぞれ１，３００万円を追加し、歳入歳

出総額を１９億９，８７０万円とするものです。

議案第５８号、令和３年度福崎町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）に

ついては、既定の総額に歳入歳出それぞれ２，１９０万円を追加し、歳入歳出

総額を１７億５，５１０万円とするものです。

議案第５９号、訴えの提起について（町有地の不法占有）は、福崎町高岡地区

の町有地に存する有体動産を収去し、同土地を明け渡し、かつ、賃料相当損害

金を請求する訴えを提起することについて、議会の議決を求めるものです。

議案第６０号、福崎町道路線の廃止及び認定については、道路法の規定に基づ

き、１級３３号線を廃止し、新たに１級３３号線を認定することについて、議

会の議決を求めるものです。

以上、報告が２件、決算が８件、剰余金処分が２件、条例制定が１件、条例改

正が１件、補正予算が３件、提訴が１件、その他５件の全２３件となっていま

す。

詳細説明は、それぞれ担当課長が行いますので、ご審議賜りご賛同いただきま

すよう、よろしくお願い申し上げまして、冒頭挨拶とさせていただきます。

議 長 ただいま町長から上程議案に対する概要の説明が終わりました。

これから議案番号順に詳細なる説明を求めてまいりますが、関連する議案は複

数で説明を求める場合もございますので、あらかじめご承知ください。

日程第 ４ 報告第５号 第３２期株式会社もちむぎ食品センター決算報告について
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議 長 日程第４、報告第５号、第３２期株式会社もちむぎ食品センター決算報告につ

いてを議題といたします。

本案に対する詳細なる説明を求めます。

地域振興課長 報告第５号、第３２期株式会社もちむぎ食品センター決算報告について、ご説

明申し上げます。

株式会社もちむぎ食品センターは、福崎町が２分の１以上を出資している法人

であることから、地方自治法第２４３条の３第２項の規定により、その決算に

ついて、ご報告させていただくものでございます。

１ページをお願いいたします。事業報告について、概要を申し上げます。

第３２期は、新型コロナウイルス感染症拡大による緊急事態宣言などが発出さ

れ、厳しい経営となりました。観光客の自粛や団体利用者がなくなるなど、年

間利用者は３万４，５００人で、前期より８，５００人の減、事業実績は１億

２，８６１万円で、前期より２，８００万円の減となり、前期実績の８２％ま

で減少いたしました。売上総損益も４，７２６万円で、前期より９９４万円の

減となりました。コスト削減など、経営努力に取り組みましたが、厳しい経営

を強いられ、営業利益は６０１万円の赤字となりました。ですが、新型コロナ

ウイルス感染症経済対策に係る交付金、助成金、６７５万円の給付を受け、経

常利益は７４万円の黒字を確保することができました。また、再建に係る長期

借入金の返済については、苦しい経営の中、３００万円を町へ返済いたしまし

た。

各事業の実績は記載のとおりでございます。

３ページをお願いいたします。貸借対照表です。

まず、資産の部、流動資産は現金及び預金から仮払税金まで合わせて６，３８

９万４，４６７円、固定資産は有形固定資産、無形固定資産と金融機関等への

出資金や保険積立金で１，００９万５，２２０円で、資産の部合計は７，３９

８万９，６８７円となり、前期と比較しますと、約５０２万円の減となりまし

た。主な要因としましては、原材料で、約３００万円の減となっています。

負債の部では、流動負債が買掛金から商品券まで９１３万５，６８５円、固定

負債は町からの長期借入金の残高６，３００万円で、負債の部合計は７，２１

３万５，６８５円となり、前期と比較しますと、約５３０万円の減となりまし

た。

純資産の部は、資本金３，０００万円は変わらず、利益剰余金は当期純利益が

２８万３，７０６円で、繰越利益剰余金がマイナス２，８１４万５，９９８円

となりました。純資産の部合計は、１８５万４，００２円となりました。また、

前期と比較しますと、うち当期純利益金額が約２７７万円の減額となっていま

す。

負債及び純資産の合計は、資産の部合計と同額の７，３９８万９，６８７円と

いう状況でございます。

４ページをお願いいたします。損益計算書です。

売上高合計は１億２，８６１万７，１８５円、前期と比較しますと、約２，８

００万円の減となりました。売上原価は、期首棚卸高、商品仕入高、当期製品

製造原価の合計から期末棚卸高を差し引いた８，１３４万９，４７７円で、差

引き売上総利益は４，７２６万７，７０８円となりました。前期と比較します

と、約９９４万円の減となりました。

一方、販売費及び一般管理費は、５ページをお願いします。５ページに内訳を
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お示ししていますとおり、給料手当や販売促進費、支払手数料や保険料などの

合計５，３２７万８，５４１円でございます。

４ページに戻ってください。

４ページです。営業利益はマイナス６０１万８３３円となり、新型コロナウイ

ルス感染症の影響を受け、赤字となりました。営業外収益は、雑収入として、

コロナ対策に係る国・県・町からの交付金、補助金など、６７５万３，０５５

円の給付を受け、経常利益は７４万３，２９５円となりました。そして、法人

税等を差し引いた当期純利益は２８万３，７０６円となり、黒字を確保するこ

とができました。

なお、売上原価の７行目です。当期製品製造原価７，０７４万３，８９０円の

内訳を、６ページでございます。６ページに製造原価報告書としてお示しして

おります。材料費は２，４５９万３，９７３円、労務費はレストラン、売店、

麺工場等に係る人件費で、３，３８１万３，３３９円。製造経費は、素麺、精

麦、カステラなどの外注加工費や水道光熱費、保険料などの１，２３３万６，

５７８円。合計で当期製品製造原価は７，０７４万３，８９０円となりました。

前期と比較しますと、約１，６１７万円の減となり、コスト削減にも取り組ん

でおります。

７ページ、お願いいたします。

７ページは、株主資本等変動計算書です。貸借対照表の純資産の部において、

第３２期に変動があった項目をお示ししております。変動額については、いず

れも当期純利益２８万３，７０６円によるものでございますが、繰越利益剰余

金及び利益剰余金合計が、当期首残高マイナス２，８４２万９，７０４円から、

当期末残高マイナス２，８１４万５，９９８円に、株主資本合計及び純資産の

部合計は、当期首残高１５７万２９６円から当期末残高１８５万４，００２円

となっています。

８ページをお願いいたします。

８ページには、重要な会計方式に係る注記として、棚卸資産の評価方法や減価

償却の方法、消費税の会計処理に係る採用方式を記述するとともに、株式の発

行総数が６００株であることをお示ししております。

９ページをお願いいたします。

９ページは、監査報告書を添付しております。後ほど、お目通しください。

１０ページをお願いいたします。

１０ページは、第３３期の事業計画となります。１、売上高につきましては、

１億３，２００万円と立てておりますが、緊急事態宣言など、コロナの影響で

予想は難しいところです。８、経常損益につきましては、マイナス約２００万

円とし、第３３期も厳しい経営が予想されます。

資料でございます。

報告第５号説明資料としましては、１ページです。１ページは、第３２期事業

実績表でございます。やかたに来られた団体客の利用者数につきましては、売

店枠内の立寄・食事欄の集計で表しています。また、その上のレストラン月間

利用者数欄につきましては、個人・団体合わせての利用人数の集計となります。

合計では、前期比８，５１７人の減となりました。その他の数値としましては、

各部門別の売上実績となります。

２ページをお願いいたします。

２ページはレストラン利用人数比較表を、３ページは組織表と役員名簿を、４

ページは商品一覧表ともち麦の収穫、在庫の状況の推移を添付しております。
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後ほどご確認ください。

以上、報告第５号の説明とさせていただきます。よろしくお願いいたします。

日程第 ５ 報告第６号 令和２年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告について

議 長 日程第５、報告第６号、令和２年度健全化判断比率及び資金不足比率の報告に

ついてを議題とします。

本案に対する詳細なる説明を求めます。

企画財政課長 報告第６号について、ご説明申し上げます。

この報告は、地方公共団体の財政の健全化に関する法律の規定により、令和２

年度決算に基づく健全化判断比率及び資金不足比率を監査委員の意見を付して

９月議会に報告させていただくものであります。意見書につきましては、議案

書に添付しておりますので、ご参照願います。

それでは、議案の２ページ目をお開きください。

まず、健全化判断比率では、実質赤字比率、連結実質赤字比率につきましては、

各会計において赤字額が発生しておりませんので該当いたしません。実質公債

費比率は９．８％、将来負担比率は９０．９％です。それぞれの指標における

早期健全化基準並びに財政再生基準は、表にお示ししているとおりであります。

報告第６号資料に算定内訳等を添付しておりますので、資料に沿って補足説明

をさせていただきます。

まず、資料の３ページをお開きください。

実質赤字比率は左上の一般会計等が対象でありまして、実質収支額を標準財政

規模で除したマイナスの４．５１％となりました。実質収支が黒字の場合は、

マイナス表示となります。

次に、連結実質赤字比率は一般会計等に全ての公営企業会計を加えたものが対

象でありまして、右下になりますが、全会計における実質収支額及び資金剰余

額の合計を標準財政規模で除したマイナスの２５．０９％となりました。

実質公債費比率につきましては、資料の４ページをお開き願います。

実質公債費比率の対象となる公債費等は、①の元利償還金の額から②③を除い

た⑦一時借入金の利子までの合計が該当いたしまして、⑧の特定財源から⑪の

密度補正の元利償還金の合計につきましては、特定財源や普通交付税算入分な

ど、公債費等から除外する項目であります。

算定結果は中段の右寄りになりますが、令和２年度単年では９．４８３１６％

と令和元年度に比べ約０．１３％好転しており、３年平均では９．８％で、前

年度は１０．３％でありましたので、０．５％好転しております。

３か年平均における好転した要因は、平成２９年度と令和２年度の比較になり

ますが、①一般会計の地方債の元利償還金の約５，５５０万円の増加、⑨事業

費補正に係る基準財政需要額に算入された公債費の約１億９００万円の減少と

いうマイナスの要因があるものの、④公営企業に要する経費の財源とする地方

債の償還の財源に充てたと認められる繰入金が約１億４，０００万円の減少、

また、⑩災害復旧費等に係る基準財政需要額が約５，５２０万円増加したこと

などにより、実質公債費比率の分子が約３，８００万円減少したこと、また、

分母を構成します標準財政規模が約１億８，７００万円増加したことが主な要

因であります。

単年度の実質公債費比率の減少、好転要因としましては、これも①一般会計の

地方債の元利償還金が約３，２００万円の増加、⑨⑩の元利償還金、準元利償



－12－

還金に係る基準財政需要額への算入額が約１，３００万円減少したというマイ

ナスの要因があるものの、④公営企業に要する経費の財源とする地方債の償還

に充てたと認められる繰入金が約３，７００万円減少したこと、また、分母を

構成します標準財政規模が約１億７，６００万円増加したことが主な要因とな

っております。

将来負担比率につきましては、資料５ページをお願いいたします。

対象となります将来負担額は、上段に記載しております地方債現在高から退職

手当負担見込額までの各項目で、合計は下段の算式中Ａ欄１７５億２，７７７

万円です。この将来負担額に対する充当可能財源等は、中段にお示ししていま

すとおり、合計は下段のＢ欄１３３億７，００４万３，０００円、差引き実質

負担額は４１億５，７７２万７，０００円です。これを標準財政規模から普通

交付税に算入された公債費等の額を控除しました４５億７，２９２万９，００

０円で除したものが将来負担比率で、９０．９％となります。前年度は１１７．

９％でありましたので、２７．０％好転しております。

好転の要因ですが、表の中段、充当可能財源等の地方債現在高に係る基準財政

需要額算入見込額が約１億１，８７０万円減少したというマイナスの要因があ

るものの、上段、将来負担額の地方債現在高の約２億２，３７０万円の減、公

営企業等繰入見込額の約８億３，２３０万円の減などにより、実質的な将来負

担額が約１０億１，３１０万円減少したこと、また、分母を構成します標準財

政規模が約１億７，６００万円増加したことが主な要因となっております。

最後に公営企業会計における資金不足比率等につきましては、資料６ページを

お開き願います。

資金不足額・剰余額につきましては、右から７列目（８）の列になりますが、

法適用企業会計の水道事業、工業用水道事業、下水道事業会計及び工業団地造

成事業会計、これらの資金不足額・剰余額は、主に流動資産から流動負債を控

除したものが資金剰余額でありますが、いずれの会計も資金収支は黒字であり、

資金不足は発生しておりません。

以上が各指標の概要であります。よろしくお願い申し上げます。

日程第 ６ 議案第４０号 福崎町文珠荘の指定管理者の指定について

議 長 日程第６、議案第４０号、福崎町文珠荘の指定管理者の指定についてを議題と

いたします。

本案に対する詳細なる説明を求めます。

健康福祉課長 議案第４０号、福崎町文珠荘の指定管理者の指定について、ご説明申し上げま

す。

地方自治法第２４４条の２第６項の規定に基づき、議会の議決を求めるもので、

文珠荘の指定管理者としてメディカ・ジャパン株式会社を指定しようとするも

のです。指定期間は令和３年１１月１日から令和６年３月３１日までの２年５

か月です。営業開始の期限は、令和４年１月６日としております。

文珠荘の指定管理につきましては、前指定管理者の指定管理期間が令和２年度

末で満了するため、昨年１１月に指定管理者の募集を行いましたが、応募がな

く、４月から休館としておりましたが、開館に向け再度公募を行い、指定管理

者の候補者を選定しました。

議案第４０号資料２ページをご覧ください。

候補者選定結果についてです。右側の８番、選定経過について、７月５日から
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８月６日までの間、町広報やホームページなどで公募を行い、現地説明会の参

加者と同じ２団体から申請がありました。候補者の選定は、指定管理者選定委

員会で審査基準を定め、それに基づき、施設活用の創意工夫や飲食サービスの

提案について評価を行い、専門家には団体の経営状況、収支計画、原価率の設

定などについての評価を行ってもらい、それらと面接によるヒアリングにより

審査を行った結果、総合評点が高かったメディカ・ジャパン株式会社を指定管

理者の候補者として選定しました。

総合評点の審査基準表は、次の３ページをご覧ください。

審査基準につきましては、（１）事業計画の評価は１２項目、１００点、（２）

管理運営、経費等の評価は２項目で５０点、（３）飲食提案等の評価は５項目、

５０点、合計で２００点満点で、専門家による評価点数と選定委員７名の平均

点を評価点数としました。

資料４ページからは、メディカ・ジャパンの指定申請書になります。

資料の８ページをご覧ください。

右側にあります魅力ある施設にするための提案として、キッズスペースの設置、

１階ロビーの有効活用、ランチメニューの開発のほか、レディースウイークの

設定なども考えられています。

次に、資料１０ページの右側をご覧ください。

自主事業の提案では、住民説明会で要望のあった１階でのカフェスペースの運

営、その他にグランピング体験、バーベキュー場の運営など、利用促進に向け

た取組を考えられています。なお、カフェスペースの設置については、本協定

締結後、事業者と調整しながら進めていきたいと考えております。

次に、資料１６ページの右側をご覧ください。

メディカ・ジャパンのグループ会社の状況になります。候補者のメディカ・ジ

ャパンの１００％親会社であるトールウェイサービス株式会社は、高速道路の

料金徴収業務や交通管理業務を行っておりますが、将来を見据え、道路事業だ

けではなく新たな事業展開を図るため、子会社であるメディカ・ジャパンで文

珠荘の運営を行うこととされました。

次に、２０ページをご覧ください。

令和３年度から令和５年度までの収支計画書になります。左側は総括、右側が

詳細になります。右側の表の下から２行目、収支差引合計マイナス分が指定管

理料になります。２年５か月間の総額は、２，６４９万円になっております。

資料２１ページから２５ページには、登記簿謄本、貸借対照表、損益計算書を

添付しておりますので、またご覧ください。

次に、資料２６ページからは、指定管理に係る協定書の写しを添付しておりま

す。

資料２６ページの第４条の指定管理料につきましては、先ほど申し上げました

ように、提案額の総額２，６４９万円とし、令和３年度は１１月と３月の２回

での支払い、令和４年度、令和５年度は年４回に分割して支払いをします。

その他の条文につきましては、前回協定書と大きな変更点はございません。

この協定書は議会の議決をいただいた後、本協定となります。

また、本日、追加資料としまして、メディカ・ジャパン株式会社の親会社であ

るトールウェイサービス株式会社の登記簿謄本、組織概要を添付させていただ

いておりますので、ご参照ください。

以上で、議案第４０号の説明を終わります。ご審議賜り、ご賛同いただきます

よう、よろしくお願いをいたします。
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議 長 提案説明の途中ですが、暫時休憩をいたします。

再開は１０時４５分といたします。

◇

休憩 午前１０時２６分

再開 午前１０時４３分

◇

議 長 会議を再開いたします。

日程第 ７ 議案第４１号 兵庫県市町交通災害共済組合の解散について

日程第 ８ 議案第４２号 兵庫県市町交通災害共済組合の解散に伴う財産処分について

日程第 ９ 議案第４３号 兵庫県市町交通災害共済組合規約の一部変更について

議 長 日程第７、議案第４１号、兵庫県市町交通災害共済組合の解散についてから、

日程第９、議案第４３号、兵庫県市町交通災害共済組合規約の一部変更につい

てまでの３議案を一括議題といたします。

各議案に対する詳細なる説明を求めます。

住民生活課長 議案第４１号、兵庫県市町交通災害共済組合の解散について、ご説明いたしま

す。

兵庫県市町交通災害共済組合の解散につきましては、地方自治法第２８８条の

規定により、令和４年３月３１日限りで兵庫県市町交通災害共済組合を解散す

ることについて協議するため、同法第２９０条の規定により、議会の議決を求

めるものであります。

議案第４１号資料をご覧ください。

兵庫県市町交通災害共済組合は、昭和４３年１１月１日に設立し、現在の構成

市町は１９市町となっております。

解散に至った経緯です。交通災害共済事業は、昨今の社会情勢の変化により、

事業に対する市町民からの必要性が低下しており、加えて、兵庫県市町交通災

害共済組合の運営状況から事業継続は難しく、また、行政が実施する交通災害

共済事業として一定の役割は終えたとの判断から、平成２９年度中の兵庫県市

町交通災害共済組合検討委員会におきまして、平成３１年度を加入募集の最終

年度とし、令和３年度末をもって、兵庫県市町交通災害共済組合を解散すべき

との意見で一致いたしました。

令和３年度末に解散する理由でございますが、設立基金が枯渇するまで事業の

継続を希望する意見もありましたが、毎年多額の基金を取り崩し運営している

状況であること、令和４年度には、加入管理口座振替システム更新に多額の費

用が必要となることから、次期更新までに終息すべきであろうという意見が大

勢を占め、令和３年度末の解散に向けて取り組むべきとの結論に至ったもので

ございます。

以上、議案第４１号の説明とさせていただきます。

続きまして、議案第４２号、兵庫県市町交通災害共済組合の解散に伴う財産処

分について、ご説明いたします。

兵庫県市町交通災害共済組合の解散に伴う財産処分につきましては、地方自治

法第２８９条の規定により、令和４年３月３１日限りで、兵庫県市町交通災害

共済組合を解散することに伴う財産処分について協議するため、同法第２９０

条の規定により、議会の議決を求めるものであります。

議案第４２号資料をご覧ください。
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設立基金の分配額計算書です。基金残額は８億２，６９５万３，４９０円です。

３割は均等割とし、７割は平成２０年度から平成２９年度の累積加入人数で案

分し、構成市町それぞれの分配金額を計算しております。福崎町の分配金額は、

３，４４８万５，４４４円です。

以上、議案第４２号の説明とさせていただきます。

続きまして、議案第４３号、兵庫県市町交通災害共済組合規約の一部変更につ

いて、ご説明いたします。

兵庫県市町交通災害共済組合規約の一部変更につきましては、地方自治法第２

８６条第１項の規定により、兵庫県市町交通災害共済組合規約の一部を次のと

おり変更することについて協議するため、同法第２９０条の規定により、議会

の議決を求めるものであります。

議案第４３号資料をご覧ください。

新旧対照表です。兵庫県市町交通災害共済組合が解散した場合の事務の承継団

体を規約に明記するため、第１４条として、組合が解散した場合においては、

佐用町が事務を承継することを追加し、第２項は決算審査について規定するも

のであります。

以上、３議案ともご審議を賜り、ご賛同いただきますよう、よろしくお願いい

たします。

日程第１０ 議案第４４号 令和２年度福崎町一般会計歳入歳出決算認定について

日程第１１ 議案第４５号 令和２年度福崎町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算認定に

ついて

日程第１２ 議案第４６号 令和２年度福崎町後期高齢者医療事業特別会計歳入歳出決算認定

について

日程第１３ 議案第４７号 令和２年度福崎町介護保険事業特別会計歳入歳出決算認定につい

て

議 長 日程第１０、議案第４４号、令和２年度福崎町一般会計歳入歳出決算認定につ

いてから、日程第１３、議案第４７号、令和２年度福崎町介護保険事業特別会

計歳入歳出決算認定についてまでの４議案を一括議題といたします。

各議案に対する詳細なる説明を求めます。

会 計 管 理 者 議案第４４号から議案第４７号までの４議案について、決算書及び議案説明

資料により概要説明をいたします。

まず、議案第４４号は、地方自治法第２３３条第３項の規定により、一般会計

歳入歳出決算について、別紙監査委員の意見を付して、議会の承認を求めるも

のでございます。

初めに、お手元に配付をしております決算書の一般会計の２５２ページをお願

いいたします。２５２ページは、実質収支に関する調書でございます。

歳入総額１０４億７，０６３万３４３円、歳出総額１０１億９，８３０万３，

６７２円、差引額２億７，２３２万６，６７１円のうち、翌年度へ繰り越すべ

き財源は、繰越明許費繰越額２，６１２万７，０００円で、実質収支額は２億

４，６１９万９，６７１円となり、令和３年度へ繰越しをいたします。

２５３ページから２６０ページまでは、財産に関する調書で、公有財産、物品、

基金及び債権の保有内容をお示ししておりますので、後ほどお目通しをお願い

いたします。

続いて、決算の概要をご説明させていただきます。
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議案第４４号説明資料の１ページをお願いいたします。

令和２年度一般会計の決算概要について、この説明書により割愛しながら朗読

して説明に代えさせていただきます。

初めに歳入についてでございます。

歳入総額は１０４億７，０６３万３４３円で、対前年度比１６億９，９５９万

９，２５３円、１９．４％の増となりました。内訳は、第１款の町税、３２億

６，１２６万４，７００円から、第２２款の町債、７億２２４万１，０００円

まででございます。

下から３行目です。主な増減内容につきましては、歳入総額の３１．２％を占

める町税の収納額は６，５５２万３，１９５円の減となりました。個人町民税

では税額控除が増えた要因などにより、４０１万３，１３８円の減、法人町民

税は税率が下がったことにより、５，５１９万５，８１０円の減。

続きまして、２ページでございます。固定資産税の土地は地価の下落が続いて

いるため、４８９万４，９２９円の減、家屋は据置年度のため、新増築家屋への

課税による増額となり、８５０万４，４５２円の増、償却資産は企業が設備投資

を控えたため、１，３４０万６，２２１円の減となりました。軽自動車税は税率

改正の影響などで、５５４万１，５４７円の増、町たばこ税は増税による影響で、

販売本数の減などにより１８８万４，３４６円の減となりました。地方譲与税は

２５２万１，９９３円の増、利子割交付金は１８万２，０００円の増、配当割交

付金は１１８万円の減、株式等譲渡所得割交付金は８９０万５，０００円の増、

法人事業税交付金は３，５４２万４，０００円の増、地方消費税交付金は７，２

２４万２，０００の増、ゴルフ場利用税交付金は１１４万３，９９６円の減、環

境性能割交付金は自動車取得税交付金に代わるもので、１，０９７万８，４１０

円の減、地方特例交付金は５，７５５万円の減、地方交付税は４，３６３万７，

０００円の増、交通安全対策特別交付金は２３万４，０００円の増、分担金及び

負担金は、幼児教育無償化による公立認定こども園負担金の減などにより、３，

９７６万６，１１９円の減、使用料及び手数料は、町営住宅駅前団地の入居者の

増による住宅使用料の増などにより、１０８万７，０５３円の増、国庫支出金は

新型コロナウイルス感染症対策による特別定額給付金の事業費補助金などの増に

より、２１億９，６３１万３，０２２円の増、県支出金は１，６３３万７，３６

０円の減、財産収入は土地売払い収入の減などにより、２，１８０万１２５円の

減、寄附金は２６万２，９５４円の減、繰入金は２７０万３，１３８円の増、繰

越金は５０万２，７８０円の増、諸収入は学校給食費の無償化期間分の児童生徒

給食納付金の減などにより、１億３７６万３，５７４円の減、町債は３億４，５

８４万７，０００円の減となりました。

２ページ右側に前年度歳入決算額との比較表を添付しております。

続きまして、３ページをお願いいたします。左側下でございます。歳出につい

てでございます。

歳出総額は１０１億９，８３０万３，６７２円、対前年度比１６億３，８６６

万５，５２１円、１９．１％の増となりました。

歳出の前年決算額との款別の比較表を３ページ右側にお示しをしておりますの

で、そちらもご参照をお願いいたします。

次に、款別の事業につきまして、ご説明をさせていただきます。

議会費でございます。議会費では、定例会４回と臨時会３回が招集され、議案

９７件、報告７件、意見書２件について、慎重に審議をいたしました。それぞ

れについて、適正妥当な結論を導き、議会の権能と責任を果たすよう努め、町
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民に分かりやすい開かれた議会活動と円滑な議会運営を行いました。

次ページをお願いいたします。

総務費です。一般管理費では、町民の皆様と町職員が共に学習して、よりよい

福崎町をつくるための福崎まちづくり出前講座を実施いたしました。遠野市と

の交流事業として、平成２７年度から毎年参加していた遠野市産業まつりは、

新型コロナウイルス感染症拡大のため中止となり、遠野市を訪問することはで

きませんでした。

財産管理費の庁舎管理事業では、窓口カウンター案内表示板の作成や非常用放

送設備の更新を実施しました。また、窓口カウンターに飛沫感染防止のため、

アクリルつい立てを設置いたしました。防犯灯設置事業では、児童の安全な通

学路確保や関係自治会からの設置要望等により、防犯灯を設置いたしました。

企画費のふるさと応援寄附金事業では、町外の多くの寄附者に応援してもらえ

るように、記念品の充実と記念品協力事業者を募り、事業の拡充に取り組みま

した。

地域振興費では、参画と協働のまちづくりを進めるための自立（律）のまちづ

くり交付金事業や地域交流広場事業、アドプト事業を行いました。福崎夏まつ

り、福崎秋まつり及び民俗辻広場まつりは、新型コロナウイルス感染症拡大の

影響により、事業を実施することはできませんでした。

交通対策費の交通安全対策事業では、春・秋の全国交通安全運動、夏・年末の

交通事故防止運動を実施し、交通安全意識の高揚と交通事故防止を啓発いたし

ました。また、交通危険箇所には、カーブミラー、通学路標識、啓発用看板な

どを設置しました。

通学路整備事業では、各改善要望箇所へカラー塗装工事や転落防止柵の設置等

を実施し、児童等が安全に通学できるよう努めました。

特別定額給付金給付費では、新型コロナウイルス感染症に伴う家計への支援等

の対策として、給付対象者に一律１０万円を支給する特別定額給付金事業を実

施しました。支給世帯数は７，７６５世帯、支給人数は１万９，０４１人で、

支給率は対象世帯数の９９．６％、対象人数の９９．８％となりました。

応援給付金給付費では、新型コロナウイルス感染症の影響を受けている子育て

世帯の生活を支援するため、０歳から大学生等にいる世帯に子ども１人当たり

２万円を支給する子育て世帯応援給付金給付事業を実施、また、特別定額給付

金給付基準日より後に生まれた子のいる世帯に１人当たり１０万円を支給する

新生児世帯応援給付金給付事業を実施いたしました。そのほか、ひとり親世帯

応援給付金給付事業、単身大学生等応援給付金給付事業及び学校給食等無償化

応援給付金給付事業を実施いたしました。

戸籍住民基本台帳費の個人番号カード交付事業では、個人番号カードの交付率

向上のため、写真の無料撮影とカード申請の受付を行いました。令和２年度は、

休日に申請受付窓口を開設し、５回の申請受付を行いました。令和２年２月か

ら個人番号カードを利用して、コンビニエンスストアで住民票等を取得できる

コンビニ交付サービスを開始しており、カードの利便性が向上しております。

統計調査費では、主として国の委託統計を実施しており、令和２年度は教育統

計調査、工業統計調査、国勢調査を実施しました。

監査委員費では、公正で合理的な行政運営確保のため、福崎町監査基準及び監

査計画に基づいて、決算審査を５日、定期監査を４日、例月出納検査を１２日、

延べ２１日間の監査を行いました。

民生費です。社会福祉総務費は社会福祉事業に要した経費で、主な支出は、民
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生委員・児童委員活動に要した経費、社会福祉協議会への委託料・補助金及び

巡回バス運行補助に要した経費等でございます。

社会福祉一般事務費では、社会福祉や地域福祉に関する一般的な事務に要した

費用を支出いたしました。

次ページをお願いいたします。

各種団体等への負担金を支出するとともに、新たに新型コロナウイルス感染症

の影響で貧困や生活困窮者に対する課題に対応するため、フードバンク活動を

実施しているＮＰＯ法人等と合意書を締結するなどして、活動を支援いたしま

した。

社会福祉協議会への運営委託事業では、福祉施策がより有効に実施できるよう

に給食サービス事業やミニデイ事業、障害者相談支援事業等を委託して実施し

ました。

防犯対策事業では、福崎警察署をはじめとする関係団体と連携し、福崎町防犯

指導委員会による防犯パトロールを実施して、防犯意識の高揚を図りました。

巡回バス運行事業では、郊外便・川西地区や川東地区及び買い物便の運行改編

を行い、利用者の利便性の向上に努めました。

障害福祉費では、障がいのある方も住み慣れた町で安心して暮らせるよう、福

祉の充実と向上を図るために要した費用を支出しました。また、関係団体及び

機関と連携を図りながら、障がいへの理解を深め、ライフスタイルに応じた情

報提供やサービス提供を行いました。

国民年金事務費では、住民に対する国民年金制度の周知に努め、姫路年金事務

所と協力・連携して、未加入者・未納者の解消に取り組みました。

老人福祉費では、少子化、核家族化の進行によって、ひとり暮らし高齢者や高

齢者のみの世帯が増加傾向にある中、高齢者自身が要介護状態にならないよう

予防し、これまでの能力、経験を生かし、生きがいを持って、安心して暮らせ

るような生活支援を基本とした各事業に要した費用を支出しました。

令和２年度末における当町の高齢化率は２８．８７％で、令和元年度末より０．

４１％の伸びとなりました。

老人福祉給付事業では、要援護高齢者の安全・安心の確保や経済的負担を軽減

し、福祉の向上を図りました。

人生いきいき住宅助成事業では、事業の実施により、住環境が改善され、高齢

者及びその家族の利便性の向上が図られました。

介護保険利用者助成事業では、介護保険制度における訪問介護・通所サービス

等を利用する低所得者に対し、利用料の自己負担の２分の１を助成することに

より、経済的負担を軽減し、介護保険サービスの利用促進を図りました。

医療助成費は、高齢期移行者、重度障害者、乳幼児等、母子家庭等、高齢重度

障害者及び子どもの福祉増進を図るための医療費助成事業に要した経費です。

医療費一部負担助成扶助として、高齢期移行者医療を除く医療費助成制度の対

象者に、町単独施策として、自己負担額に係る県福祉医療制度の一部負担金に

ついて助成しました。

老人ホーム運営費では、入所者の自主性と思いやりの心を育て、家族との連携

を図りながら、地域の人との触れ合いを大切にし、明るく楽しく生き生きとし

た老人ホームづくりに努めました。令和２年度措置人数は、月平均４２．３人

でした。

老人憩の家管理費は、文珠荘の施設管理に要した費用を支出しました。町民を

はじめ地域住民の憩いの場として、利用者によりよいサービスの提供ができる
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ように努めましたが、新型コロナウイルス感染症の影響を大きく受けました。

感染拡大防止の観点から、日帰り入浴は３月末まで利用休止としたことや、老

人月間の老人慰安会や団体での忘年会なども利用がなかったため、年間の利用

者は２，０６７人で、令和元年度の利用者３万２，９８９人と比較して、３万

９２２人の減となりました。令和２年度で指定管理期間が満了するため、新た

な指定管理者を募集しましたが適任者はなく、令和２年度末をもって当面の間、

休館することになりました。

児童福祉総務費では、児童の健全な育成のため、障がいのある児童に対して年

金の支給、障がいのある児童及び母子・父子家庭への就学援助、赤ちゃん誕生

祝い記念品の贈呈をいたしました。

学校教育課における子ども子育て支援事業では、福崎町第２期子ども・子育て

支援事業計画の進捗状況を確認するため、福崎町子ども・子育て会議を開催し

ました。

次ページをお願いいたします。

保健センターにおける子ども子育て支援事業では、妊娠期から全ての子どもと

家庭を対象に継続的支援を目指すため設置した福崎町子ども家庭総合支援拠点、

ふくさきっこステーションの子ども家庭支援員による家庭自立相談の充実を図

りました。

子育て世帯臨時特別給付金給付事業では、新型コロナウイルス感染症拡大で影

響を受けている子育て世帯の生活を支援するため、対象児童１人当たり１万円

を支給いたしました。

児童手当費では、次代を担う児童の健全な育成と資質の向上、家庭生活の安定

を目的として、児童１人当たり月額１万５，０００円または１万円の児童手当

を支給しました。また、所得制限を超える場合については、特例給付として、

児童１人当たり月額５，０００円を支給しました。

保育所費では、福崎町に住所を有し、保護者の就労等の事情により町外の保育

所を利用した児童の費用について、該当する私立保育所の設置者に対して費用

を支出しました。

認定こども園費では、町内及び町外の認定こども園を利用し、就学前教育・保

育を希望する児童のための費用を支出しました。コロナ禍において、手洗いや

手指消毒、検温等、感染予防対策を徹底し、教育・保育を実施しました。

子育て支援施設費では、子育て親子が気軽に集い、交流できる場を提供し、子

育てに関する相談や情報提供を行うことにより、子育ての孤立化や負担感の軽

減を図りました。

学童保育費では、共働き家庭など、学校から帰宅して誰もいない留守家庭の小

学生の保護・健全育成を図ることを目的に学校や地域の協力の下、学童保育を

行いました。

衛生費です。

保健衛生総務費は、救急医療体制整備、保健事業協力団体等への負担金及び補

助金と母子保健事業及び食育推進事業など、保健行政に要する費用を支出しま

した。令和元年度から実施をしております保健センターの土曜開庁も定着し、

相談件数も増加いたしました。

母子保健事業では、会場の消毒、換気等、感染症予防対策を徹底し、相談事業

や乳児健康診査等を実施しました。

食育推進事業では、食育推進計画に基づき、妊婦から乳幼児、高齢者までの各

世代に対して食育事業を実施しました。
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予防費では、住民の健康増進のため、予防的対策として行った予防接種事業、

成人保健事業、自殺対策事業の費用を支出しました。

予防接種事業では、安全で適切に接種できる体制を整えるとともに、任意予防

接種助成事業も継続し、感染予防と住民の健康増進を目指しました。令和２年

度の季節性インフルエンザ予防接種については、新型コロナウイルス感染症緊

急支援対策として、全ての高齢者の自己負担額を無料にし、接種率の向上を図

りました。

成人保健事業では、女性のがん検診受診率向上啓発事業として、１０月１日か

ら４日間、福崎町観光交流センターのピンクリボンライトアップを行いました。

自殺対策事業では、平成３０年度に策定したいのち支える福崎町自殺対策計画

に基づき、事業を実施しました。

新型コロナウイルスワクチン接種事業では、ワクチン接種を希望される全ての

町民が接種できるよう、令和３年度に向けて準備を行いました。

公害対策費では、工場等からの公害発生を未然に防止するため、主要事業場と

公害防止協定を締結し、事業場からの排水調査をするとともに、主要河川の水

質調査やゴルフ場からの周辺環境への影響を監視するため、関係する池や河川

の水質を調査しました。

次ページをお願いいたします。

自然保護費では、自然歩道の補修や維持管理を行いました。また、福崎町自然

歩道を歩こう大会は、新型コロナウイルス感染症の拡大を懸念して中止といた

しました。

し尿処理費では、中播衛生施設事務組合への負担金やし尿くみ取り業務等、し

尿処理に要した費用を支出しました。

ごみ処理費では、ごみ収集に要する経費とくれさか環境事務組合への負担金を

支出しました。ごみの排出抑制、再利用、リサイクルを主とした廃棄物循環型

社会の形成を目指します。

農林水産業費です。

農業委員会費では、農地法に基づく農地の許認可など法令事務や、農地の確保

と農地利用の最適化の推進に取り組んだ費用を支出しました。農地法では遊休

農地などの農地の管理状況を農業委員会で把握し、指導することが義務づけら

れており、農地パトロールを実施して、耕作放棄地の実態把握と発生防止、無

断転用や耕作放棄地の解消に努めました。令和元年度の耕作放棄地、約７．９

ヘクタールに対し、令和２年度は約８．５ヘクタールとなり、約０．６ヘクタ

ールの耕作放棄地が増加しました。所有者に通知するなど、耕作放棄地の把握、

解消に努めました。

農業振興費では、農業の持続的発展を図るため、農業経営を展開できるように

支援するとともに、特産もち麦の産地振興並びに農産物の生産・供給体制を整

え、地産地消を推進しました。

農地集積・集約化支援事業では、それぞれの集落で話合いに基づき、地域の中

心となる経営体への農地の集積をはじめ、それ以外の農業者を含めた地域農業

のあり方が記載された人・農地プランの作成を支援しました。

農業人材力強化総合支援事業では、人・農地プランを作成した集落で、地域の

中心となる経営体への位置づけがなされた青年就農者の営農活動を支援しまし

た。

中山間地域等直接支払推進事業では、農業生産条件が不利な中山間地域等にお

いて、農地を継続的に維持管理していく集落を対象に農業生産活動を支援しま
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した。

多面的機能支払交付金事業では、高齢化の進行、農業の担い手不足により集落

機能が低下し、適切な維持管理が困難となっている農地・農業用施設等の地域

資源に対し、地域ぐるみで行われる取組を支援しました。

環境保全型農業支払推進事業では、県の認証・ひょうご安心ブランドを取得し

ている営農組合等が行う有機農業や緑肥の作付など、化学肥料、化学合成農薬

を原則５割以上低減する環境に優しい営農活動に対して支援を行いました。

農業構造改善施設運営費では、春日ふれあい会館と春日山キャンプ場の管理運

営と施設修理に要した費用を支出しました。

水田活用推進対策費の水田活用推進対策事業は、数量調整の円滑な推進に係る

自主努力を支援し、地域の特性を生かし、戦略作物等の作付を推進し、水田農

業経営の安定を図る事業で、３年以上作物の作付を行っていない農地に主食用

米、酒米、麦類、豆類、そば、飼料作物等を作付した農業者に補助金を交付し

ました。

経営所得安定対策直接支払推進事業は、経営所得安定対策の推進活動及び要件

確認等に要する経費に対して助成することにより、農業経営の安定と国内生産

力の確保を図り、食料自給率の向上と農業多面的機能を維持することを目的と

する事業で、福崎町地域農業再生協議会を経営所得安定対策等推進事業の実施

主体として位置づけ、補助金を交付しました。

農地費では、土地改良関係団体等で執行された土地改良等事業に対し、福崎町

農林水産業関係補助金交付規則に基づく補助金並びに県営土地改良事業負担金

を支出しました。

国土調査費では、国土調査法に基づく地籍調査に要した費用を支出しました。

また、町単独事業として、地籍図修正等業務委託料などを支出しました。

ほ場整備事業費では、高岡福田地区のほ場整備事業に要した費用を支出しまし

た。

次ページをお願いいたします。

ため池整備事業費は、水害・地震対策を必要とするため池等の整備に要した経

費で、農村地域防災減災事業では、地震や豪雨等によるため池等農業用施設の

災害を防止し、農村地域の防災力向上を図るための事業を実施しました。

県営ため池整備事業は、ため池の耐震性に応じて必要な耐震整備を実施するも

ので、令和２年度は三谷池の仮設道路工事を行い、耐震工事に着手しました。

林業振興費は、森林の有する多面的機能の持続を図るための里山整備や森林整

備、有害鳥獣駆除に要した費用で、松くい虫被害木の伐倒を実施し、環境保全

と景観の改善を図りました。有害鳥獣駆除事業については、福崎町猟友会と連

携して駆除活動を行いました。

商工費です。

商工費では、新型コロナウイルス感染症の影響により売上げが落ち込んだ小規

模事業者等を応援するために、町独自の支援制度や国・県と協調した休業要請

支援対策など、様々な施策を実施しました。

商工総務費では、操業企業との調整や工業団地調整池の維持管理費等を支出し

ました。令和２年度末の操業状況は、福崎工業団地２５社、福崎企業団地１１

社、福崎町東部工業団地８社の計４４社です。

商工業振興費の中小企業振興事業では、町制度融資により町内中小企業の資金

調達に寄与するとともに、新型コロナウイルス感染症対策として、２０％プレ

ミアム付なっ得商品券発行補助による町内商店の活性化及び産業活性化緊急支
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援事業による町内業者振興を図りました。

観光振興事業では、観光客が楽しく周遊できるよう、スマートフォンを活用し

た統合型観光アプリを開発しました。また、大庄屋三木家住宅では、全国初の

県指定文化財ホテルとして、指定管理者による運営が始まりました。

もちむぎのやかた管理事業では、新型コロナウイルス感染症拡大の影響により、

もちむぎのやかたへの来客者、特に団体客がなくなり、売上げは大きく減少を

いたしました。

休業要請事業者経営継続支援事業では、兵庫県と協調し、新型コロナウイルス

感染症拡大防止のため、休業や営業時間の短縮に協力された事業者の事業継続

を支援する事業で、１３９件の事業者に対し支援を行いました。

小規模事業者応援事業は、新型コロナウイルス感染症の影響により、売上げが

減少し、経営に支障を来している小規模事業者に対して、町独自の支援制度を

設けて応援金を支給したもので、売上げが２０％以上減少した事業者４１９件

に１０万円を支給しました。また、感染症予防対策の取組に必要となる備品の

購入などの費用を助成しました。

消費者行政費では、消費生活や製品の安全性に関する相談に迅速・的確に対応

するため、消費生活相談員を配置し、消費者への適正な助言を行い、トラブル

の迅速な解決を図りました。令和２年度の消費生活相談件数は２９６件でした。

企業会館運営費では、指定管理者の福崎工業団地協議会に企業会館の運営及び

管理を委託した費用を支出しました。

土木費です。

土木費では、安全で快適な住民生活と活発な経済活動を支えるため、幹線道路、

生活道路の改良及び維持補修を図る等、社会基盤となる道路や河川等の整備を

進めました。また、町の健全な発展と秩序ある整備を計画的に推進するための

都市計画や、住民生活の安定と社会福祉の増進に寄与するための町営住宅の適

切な維持管理の費用を支出しました。

道路橋梁総務費では、道路橋梁全般の管理に要する経費で、安全・安心なまち

づくりを推進するため、防災マップ更新業務を委託した費用を支出しました。

次のページをお願いいたします。

道路改修費は、道路構造物の老朽化、また、交通量の増加により損傷が著しい

道路等について、改修、維持補修、清掃作業等により、安全・安心な生活基盤

を維持するために要した経費でございます。

道路維持管理事業では、道路の維持補修及び街路樹剪定や道路清掃などの美化

作業を推進し、通行の安全確保、交通事故の防止に努めました。

橋梁改修費では、橋梁を計画的、効率的に維持管理し、長寿命化を図るために

要した費用を支出しました。令和元年度からの繰越事業として実施した橋梁補

修事業では、神谷橋ほか４橋の補修工事、無名橋の架替工事を実施し、５橋の

補修工事が完了しました。

河川改修費では、県河川の美化事業として、県と委託契約を締結して、市川、

七種川の清掃及び草刈り等を実施し、河川環境の美化に努めました。今後も急

激な降雨等により土砂が堆積し、河川断面の流下能力が下がることによって、

溢水等する可能性があるため、適切な維持管理に努め、災害に強いまちづくり

に努めます。

都市計画費では、都市の健全な発展と秩序ある整備、土地利用の適正化を図る

ために必要な費用を支出しました。また、都市計画審議会を２回、福崎町地域

公共交通活性化協議会を３回開催し、福崎町の都市計画や地域公共交通に関す
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る施策などを協議しました。

都市計画見直し事業では、都市計画の見直しや各種計画、検討案の策定などに

要した費用を支出しました。令和２年度は都市計画道路福崎駅田原線の計画変

更図書の作成を行いました。

福崎町・姫路市連携コミュニティバス運行社会実験事業では、福崎町及び姫路

市の公共交通空白地の解消及びＪＲ播但線の利用促進や企業の雇用確保、障害

者就業支援といった多分野の連携により、地域のニーズにあった地域交通を形

成し、事業継続性を見極めるため、令和元年度に引き続き、福崎町・姫路市連

携コミュニティバスの運行社会実験を実施しました。

公園管理費では、市川河川公園やイーストパークふれあい広場等の適切な維持

管理のための費用を支出しました。併せて、施設の安全のため、専門業者とと

もに遊具の安全点検を行い、その結果を受けて必要な修繕等を実施しました。

住宅管理費では、町営住宅の維持管理に要する費用を支出しました。経年劣化

による住宅設備の取替えや補修を行うことにより、入居者の住みよい生活環境

整備に努めました。令和２年度末現在の管理戸数は１５７戸です。また、町営

住宅駅前団地整備事業に伴い、他の町営住宅に居住する世帯からの移転事業を

進めました。

空家対策事業では、空き家の実態把握のため、各集落への空き家情報の紹介、

空き家の現地確認を行いました。令和２年度は、空き家バンクの物件登録を５

件行い、ホームページで入居者の募集を行いました。令和２年度末の空き家件

数は３５５件でございます。

住宅建設費では、福崎町公営住宅等長寿命化計画に基づき、令和元年度からの

繰越事業として、旧駅前団地の解体及び新駅前団地の外構工事を実施しました。

消防費です。

常備消防費は、姫路市への消防事務委託に要した経費です。令和２年中の建物

火災発生は５件、救急出動は７５７件でございました。

非常備消防費では、災害から郷土を守るため、有事に即応した新しい知識・技

術を取得し、１本部３２分団６００人及び機能別消防団員２４人の体制で消防

施設を効果的に使い、消防活動を行いました。火災・警戒出動は７６７人、訓

練等出動は８１８人でした。

防災対策費では、災害発生時に対処するための費用を支出しました。そのほか

災害発生時及び一般行政広域伝達に利用している移動系防災行政無線設備の保

守点検、兵庫県衛星通信ネットワーク施設・災害対応総合情報ネットワークシ

ステムの維持管理費、防災備蓄備品の購入などの費用を支出しました。令和２

年度においては、特に感染症対策用備品として、マスク及び簡易間仕切り等の

防災備蓄備品を購入し、災害に備えました。なお、令和２年度の自治会防災訓

練実施件数は１２件でございました。

続きまして、１０ページでございます。

教育費です。

教育委員会費では、教育委員会の会議は定例会を１２回開催し、教育上の諸問

題について審議をしました。

事務局費では、不登校指導員等を配置し、児童生徒の問題解決に早期対応をい

たしました。また、外国語指導助手は２名配置していましたが、９月以降は新

型コロナウイルス感染症の影響により渡航が制限されたため、１名体制となり

ました。

小学校費は、小学校における義務教育活動の充実と向上を図るために要した経
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費で、老朽化に伴う不良箇所や機器類の修繕を行い、学校施設の環境改善に取

り組みました。また、自然学校は実施期間を縮小して、兵庫県立南但馬自然学

校において、５年生１８０人が２班に分かれ、自然を体験いたしました。小学

校施設整備・補修事業では、福崎小学校において、北校舎の長寿命化改修工事

を実施しました。令和２年度は、外壁改修工事等が完了しました。

中学校費は、中学校における義務教育活動の充実と向上を図るために要した費

用を支出しました。

小中学校においては、４月、５月を臨時休業とし、夏休み期間を短縮するなど

して学習時間に充てるなど、学校生活は新型コロナウイルス感染症の影響を大

きく受けましたが、感染予防の対策を行いながら学校活動を継続しました。

また、小中学校では、それぞれＧＩＧＡスクール事業として、国の補助金を活

用して、学校内に通信ネットワークを整備するとともに、タブレット端末、電

源キャビネット等を整備して、ＩＣＴ環境を構築するなど、教育のデジタル化

に対応できるように努めました。

社会教育総務費は、生涯学習社会の充実、家庭や地域社会における教育力の向

上に資するための社会教育全般にわたる事業の推進、また、青少年健全育成活

動の推進に要した費用を支出しました。

社会教育振興のために、吉識雅夫の顕彰を図るとともに、子どもたちの自然科

学に対する興味、関心、意欲を高めることを目的として、自然科学分野で優れ

た研究等を行った児童生徒に、第１３回目となる吉識雅夫科学賞を贈りました。

成人式は１月１１日に開催し、該当者２２６人中１６２人の参加がありました。

地域ぐるみ教育支援事業では、土曜英語教室、ウインタースクール等の教育支

援、登下校時の見守り、校内巡視等により、学校、家庭、地域が一体となり、

地域ぐるみで子どもを育てる学校支援活動に取り組みました。

公民館費では、老人大学及びサルビアセミナーとも、新型コロナウイルス感染

症の収束が見通せないことから、全ての講座について開催することはできませ

んでした。

図書館費では、ステイホーム期間に読書に興味を持つ人が増加したことにより、

貸出点数が増えました。令和２年度末の蔵書点数は１５万７，６０７点。利用

状況は、貸出人数３万９，５７８人、貸出点数２０万４，３０２点でございま

した。

文化センター管理費では、令和２年度は施設の維持補修として、大ホール舞台

どんちょうの撤去工事などを実施しました。利用状況は１，３７７件、利用者

数は１万７，０８９人でした。

エルデホール運営費では、施設の老朽化に伴う箇所の修繕を実施したほか、自

主公演事業については、入場者数の上限を設けるなどして、感染症対策を行い

ながら公演を開催しました。

研修センター運営費は、文化センターの分館として、文化教養の向上、研さん

の場として安全に快適に利用できるよう施設運営を行いました。利用状況は５

９２件で、６，３４５人でございました。

青少年野外活動センター費では、野外活動を通して青少年の健全育成を図り、

次ページをお願いします。地域住民に自然に触れる機会や交流の場を提供する

ための費用を支出しました。利用状況は３８９団体、３，７４７人でございま

した。

辻川界隈文化振興費は、辻川界隈の文化振興及び文化施設の管理・運営に要し

た経費で、歴史民俗資料館、柳田國男・松岡家記念館の運営及び管理、三木家
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住宅の管理に要した費用を支出しました。

歴史民俗資料館運営事業では、郷土資料を収集・保存し、一般に公開するため

の企画展を実施しました。令和２年度の入館者数は１万４３６人でした。

柳田國男・松岡家記念館運営事業では、柳田國男先生と松岡家の業績を顕彰す

るため、春期、秋期の企画展を実施しました。

三木家住宅等管理事業では、三木家住宅を活用していくため、主屋部分を展示

施設として一般公開をいたしました。また、公開イベントも引き続いて実施し

ました。公開イベントは６回開催し、参加者は２，６８４人でございました。

文化財保護費では、文化財を保護し、活用を図るため、町指定文化財の保存継

承事業、古墳周辺環境整備等への補助金交付や説明板の整備を行いました。文

化財審議委員会を開催し、文化財行政について、専門的な立場から審議をいた

だきました。

埋蔵文化財発掘調査事業では、三木家住宅展示兼収蔵施設新設工事に伴う試掘

調査の結果、遺構が発見されたことにより、三木家住宅関連遺跡を新たに遺跡

として登録し、本調査を実施しました。

保健体育総務費では、生涯スポーツ全般の振興と推進に努めました。スポーツ

競技で優秀な成績を収めた方に贈るスポーツ功績賞を個人１２人に授与しまし

た。

給食運営費では、福崎町第２次食育推進計画・健康増進計画に基づき、安全・

安心な地域の食材をできるだけ多く給食に取り入れました。また、福崎町の特

産であるもち麦に親しみ、家庭でも活用してもらえるように、給食においても

もちむぎ麺やもちむぎ精麦を使用した献立を積極的に取り入れました。給食に

おける地産地消率は５３．４％と、令和元年度より３．７％増となりました。

町民グラウンド管理費では、町民第１・第２グラウンドやスポーツ公園、町民

第３グラウンドの維持管理に要した経費を支出しました。町民の健康づくりと

スポーツ活動を行う生涯スポーツの場として利用されました。

学校施設社会開放費では、生涯スポーツを推進するため、学校施設の社会開放

を行いました。体育館、グラウンド合わせて２，００５回、４万６，３０８人

の利用がありました。

体育館運営費では、施設において、より安全で効率的なスポーツ活動の場を提

供するために設備の充実・整備を行いました。

公債費です。

公債費では、長期借入金の返済額は元金９億２，５９５万４，４４３円で、令

和２年度借入総額は７億２２４万１，０００円で、令和２年度末現在高は１１５

億１，２５０万６，２３８円となりました。利子は、長期借入金利子４，４０１

万１１０円と、年度内に資金不足が生じたために一時借入れを行った利子１８万

３，５５３円でございます。

予備費です。

予備費は、予算の範囲内で支出できましたので、充用はございませんでした。

続きまして、１２ページです。

調定額に対する収入未済額についてでございます。

調定額に対する収入未済額は、１億３００万７，７４４円で、対前年度比３３

５万４，０２８円の増となりました。

なお、資料の２７ページから３７ページにかけまして、町税や使用料の収納状

況や不納欠損、滞納等の状況についての資料を添付しておりますので、後ほど

ご参照をお願いいたします。
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１２ページに戻っていただきまして、不用額です。

不用額は、１億８，６１５万６，３２８円でございます。こちらも資料の２０

ページから２６ページには、節別それぞれの事業ごとに２０万円以上の不用額

の金額と理由を説明しておりますので、後ほどお目通しをお願いいたします。

１２ページ右側には、令和２年度に実施した新型コロナウイルス感染症に関す

る主な支援事業と対応する決算報告書のページをお示しをいたしております。

また、新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金で実施をした事業の

一覧は、次ページ、１３ページから１４ページにお示しをいたしております。

１５ページには全会計の給与費の明細書をお示しいたしております。

次の１６ページは、項別の歳入の決算表でございます。

１７ページは、項別の歳出の決算表をお示しいたしております。

次の１８ページには、基金の状況でございます。

基金全体につきましては、令和２年度末現在高の合計は２３億６，１７７万２，

２３７円でございます。このうち一般会計は左側の表で、令和２年度末で１７億

５４万６，１８４円でございます。

以上で、議案第４４号の説明を終わらせていただきます。

引き続きまして、議案第４５号、国民健康保険事業特別会計決算概要につきま

して、ご説明をさせていただきます。

まず、決算書の国民健康保険事業特別会計の４０ページをお願いいたします。

４０ページは、実質収支に関する調書でございます。

歳入総額２１億４，９７６万４，５５４円、歳出総額２１億８０２万９，１１

０円。差引額、実質収支額ともに４，１７３万５，４４４円で、うち２万円を繰

越しし、残り４，１７１万５，４４４円は、令和３年度で基金に積立てをいたし

ました。

４１ページにつきましては、財政調整基金の保有を示しております。決算年度

末の現在高は５，６７２万５，９８６円でございます。

次に、議案第４５号資料で概要説明をさせていただきます。

Ａ３の議案第４５号資料の１ページをお開きをお願いいたします。本文、上か

ら４行目から朗読説明をいたします。

国民健康保険の財政運営は、急速な被保険者の高齢化や医療の高度化による医

療費の増加、また、離職者や低所得者が多いという制度上の構造的な問題を抱

え、非常に厳しい状況にあります。

令和２年度における制度改正の主なものは、①課税限度額の見直し、②軽減判

定所得基準額の見直し等でございます。

１世帯当たりの保険税年額は１４万９，８３１円、１人当たりの保険税年額は

９万３，７００円となりました。保険給付費は歳出全体の７１．４％を占めて

います。対前年度比伸率は９．１％増となり、被保険者数は減少しているもの

の、保険給付費及び１人当たり医療費は増加しています。

保健事業費については、第３期福崎町特定健康診査等実施計画に基づき、特定

健康診査、特定保健指導を実施し、健診受診率の向上と生活習慣病の予防に努

めるとともに、第２期福崎町データヘルス計画に沿って、効率的な保健事業を

実施しました。特定健康診査については、多くの方に受診していただけるよう、

これまでに引き続き、土曜・日曜に実施する休日健診や医療機関で行う個別健

診を実施し、健診未受診者には受診勧奨を行いました。本年度の特定健康診査

の受診者数は、集団健診９７６人、個別健診１１３人で、計１，０８９人で、

受診率は３６．６％、前年度に比べ２．８ポイント減少いたしました。保険給
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付の状況は、療養給付費受診件数６万６，１０９件、療養給付費は１２億７，

８０３万４，９１７円、高額療養費は２億４２６万６，２５５円となっていま

す。また、出産育児一時金は１４件、５８８万円、葬祭費は３０件、１５０万

円、精神・結核医療付加金は２５９万３，３１２円となりました。

資料の２ページには、２０万円以上の不用額及び保険税の収納状況、３ページ

から５ページには決算勘定表、税賦課状況についてお示しをいたしております

ので、ご参照をお願いいたします。

続きまして、議案第４６号につきまして、ご説明をさせていただきます。

決算書の後期高齢者医療事業特別会計の２２ページをお開きをお願いいたしま

す。実質収支に関する調書でございます。

歳入総額は２億９，６１０万４，７３１円、歳出総額は２億８，９３５万１，

００７円、差引額、実質収支ともに６７５万３，７２４円でございます。

続きまして、議案第４６号資料で、概要説明をさせていただきます。

Ａ３の議案第４６号資料をお願いいたします。資料の１ページをお願いいたし

ます。本文の上から７行目から朗読説明をいたします。

令和３年３月末の被保険者数は２，７６５人で、町は兵庫県後期高齢者医療広

域連合により定められた保険料を徴収し、所得が低い方の保険料軽減分等に係

る保険基盤安定納付金と合わせて広域連合へ納付します。

保険料率は、兵庫県内は均一で２年ごとに改定され、令和２、令和３年度につ

いては、均等割額は５万１，３７１円、所得割は１０．４９％、賦課限度額は

６４万円でございます。

歳入は、保険料や一般会計からの繰入金等で、繰入金は人件費や事務費、保険

基盤安定負担金に充当します。

歳出は、人件費のほか、事務費等経費、後期高齢者医療広域連合納付金を支出

しました。

資料２ページ、３ページ、４ページには、２０万円以上の不用額及び保険料収

納状況、給付費の状況等についてお示しをいたしておりますので、ご参照をお

願いいたします。

続きまして、議案第４７号につきまして、ご説明をさせていただきます。

決算書の介護保険事業特別会計の４６ページをお願いいたします。実質収支に

関する調書でございます。

歳入総額は１７億１，２４６万９，９３７円、歳出総額１６億８，１７３万３，

３６７円、差引額、実質収支とも３，０７３万６，５７０円で、うち２万円を繰

越金とし、残り３，０７１万６，５７０円を令和３年度で基金に積立てをいたし

ました。

４７ページにつきましては、財政調整基金の保有を示しております。決算年度

末の現在高は、５，１９０万６７円でございます。

続きまして、議案第４７号資料で概要の説明をさせていただきます。

Ａ３の議案第４７号資料の１ページをお願いいたします。本文、上から４行目

から朗読させていただきます。

介護保険制度が平成１２年に施行され２０年が経過し、令和２年度は第７期事

業計画の最終年度となりました。第７期事業では、第６期に引き続き、高齢者

がいつまでも健康で生き生きと生活を送ることができる介護予防対策の推進、

高齢者が自らの選択に基づき、自立した質の高い生活が送れる介護サービス提

供体制の充実を図り、安心して安定的にサービスが利用できるよう努めました。

第７期の主な改正点として、第７期介護保険料は、在宅サービスの利用増と地
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域密着型サービス事業所の増設を見込み、基準月額を５，２４０円から５，７

８０円としました。また、消費税率引上げによる公費を投入して、低所得者の

保険料の軽減割合及び所得段階を令和２年度はさらに拡充し、保険料基準額に

対する第１段階の割合を５０％から３０％、第２段階の割合を６５％から５

０％、第３段階の割合を７５％から７０％に軽減をしました。また、新型コロ

ナウイルス感染症の影響により収入が減少した方に対して、保険料の減免を行

いました。利用者自己負担割合は所得水準にかかわらず原則１割でしたが、平

成２７年８月から所得等に応じた負担割合となり、６５歳以上で一定以上の所

得がある方は２割に引上げになりました。さらに、平成３０年８月からは、現

役並み所得者について、負担割合が３割に引き上げられました。

令和２年度の介護保険給付費は１５億２，４２９万９，６４３円となり、対前

年度比１．２％増加し、サービス別介護保険給付費では、通所介護、訪問介護、

訪問看護等の居宅サービス費が前年度比３．８％増、地域密着型サービス費は

対前年度比１．７％増、施設サービス費は対前年度比３．１％減となりました。

介護予防・生活支援サービス事業では、総合事業の訪問型・通所型事業として、

要支援者と事業対象者に対し指定事業所が行う従前相当のサービス、または直

営や委託先事業所が行う多様なサービスを利用者の同意の下、提供しました。

包括的支援事業は、各自治会で実施しているミニデイサービス、ふくろう体操、

見守り給食サービスの３事業を統合したコミュニティデイサービスの創設につ

いて検討しました。

地域支え合い会議は、自治会福祉担当者による我が事会議を３自治会が開催い

たしました。

地域介護予防活動助成事業は、地域の自主的な介護予防、支え合い活動を支援

する事業として、地域ふくろうの会、ふれあい喫茶、認知症カフェなど３９団

体に補助金を支給しました。

神崎郡介護認定審査会を１２９回開催し、２，４９９件の審査、判定を行い、

そのうち福崎町分は９２０件でございました。

資料の２ページから６ページには、２０万円以上の不用額及び保険料収納状況、

月別の給付状況等につきましてお示ししておりますので、ご参照をお願いいた

します。

以上、特別会計３議案につきまして、一括説明をさせていただきました。一般

会計とも、よろしくご審議賜り、認定いただきますよう、お願い申し上げます。

議 長 提案説明の途中ですが、暫時休憩を取ります。

再開は１３時といたします。

◇

休憩 午前１１時５３分

再開 午後 １時００分

◇

議 長 休憩前に引き続き、会議を再開いたします。

日程第１４ 議案第４８号 令和２年度福崎町水道事業会計決算認定について

日程第１５ 議案第４９号 令和２年度福崎町工業用水道事業会計決算認定について

日程第１６ 議案第５０号 令和２年度福崎町下水道事業会計決算認定について

日程第１７ 議案第５１号 令和２年度福崎町工業団地造成事業会計決算認定について

議 長 日程第１４、議案第４８号、令和２年度福崎町水道事業会計決算認定について
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から、日程第１７、議案第５１号、令和２年度福崎町工業団地造成事業会計決

算認定についてまでの４議案を一括議題といたします。

各議案に対する詳細なる説明を求めます。

上下水道課長 議案第４８号から議案第５１号までの４議案について、ご説明申し上げます。

この４議案につきましては、地方公営企業法第３０条第４項の規定に基づき、

令和２年度の水道事業会計、工業用水道事業会計、下水道事業会計並びに工業

団地造成事業会計の決算について、議会の認定をお願いするものです。

議案第４８号、水道事業会計決算からご説明申し上げます。

決算書の１、２ページをお開きください。

水道事業の決算報告書です。この報告書は予算に対する執行実績を示したもの

で、消費税込みで表示しております。

まず、収益的収入及び支出です。

収入は、１款、水道事業収益、予算額４億１，０９０万円に対しまして、決算

額４億１，２５９万６，４９３円、予算額と比較して１６９万６，４９３円の

増であります。各項の決算額は、１項、営業収益２億９，４２４万９，８０５

円、２項、営業外収益１億１，８３４万６，６８８円、３項、特別利益はあり

ませんでした。

支出は、１款、水道事業費用、予算額３億９，７２６万２，０００円に対しま

して、決算額３億８，３９５万３，８４４円、不用額は１，３３０万８，１５

６円となりました。各項の決算額は、１項、営業費用３億６，３１９万３，４

７４円、２項、営業外費用２，０７６万３７０円、３項、特別損失はありませ

んでした。

３、４ページは、資本的収入及び支出でございます。

収入は、１款、資本的収入、予算額１，１００万円に対しまして、決算額１，

７９７万１，８７２円、予算額と比較して６９７万１，８７２円の増となりま

した。各項の決算額は、１項、補助金９７万８，６９１円、２項、工事負担金

は１，６９９万３，１８１円でした。

支出は、１款、資本的支出、予算額５億４７５万５，０００円に対しまして、

決算額１億５，２４３万１，８４８円、不用額は３億５，２３２万３，１５２

円となりました。各項の決算額は、１項、建設改良費１億２，００１万６，５

４１円、２項、固定資産購入費５５万８，０３０円、３項、企業債償還金３，

１８５万７，２７７円、４項、貸付金はありませんでした。

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額１億３，４４５万９，９７６

円は、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額９２６万５，２９８円

と過年度分損益勘定留保資金１億２，５１９万４，６７８円で補塡をいたしま

した。

次に、決算の概要をご説明いたします。１３ページをお開きください。

本年度は昨年度と比べ、給水量は０．４％の減、給水収益につきましては新型

コロナウイルス感染症の支援策として、水道基本料金を半年間免除したことに

より、１５．７％の減収となりました。給水戸数は８，２４３戸と、昨年度よ

り３０戸余り増加しましたが、町全体の人口減少により給水量は伸び悩む結果

となりました。しかしながら、一般会計からの一部補塡に加え、経費削減に努

めた結果、経常収支は昨年度に引き続き黒字、純利益も確保いたしました。

なお、コロナに関する町独自の支援策の財源に充てるため、令和２年６月に支

給した公営企業管理者の期末手当を５０％減額しました。

有収率につきましては、昨年度と比べ０．３ポイント上がり、９６．２％とな
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りました。

建設改良事業では、東部工業団地配水池送水管更新工事の予定区間が完了し、

今後は、同工事跡の舗装本復旧を進めていきます。

委託業務としましては、八反田水管橋の更新に伴う耐震詳細診断業務を行いま

した。

そのほか、三宮配水池送水管更新基本設計業務にも取り組み、当面は、これら

の水道管の耐震化を目指して、計画的に更新工事を進める予定としております。

なお、議案第４８号資料、１、２ページに水道料金及び送配水量の表を添付し

ておりますので、ご参照ください。

１５、１６ページは、建設改良工事の契約内容を、１７、１８ページは給水工

事や保全工事など、１９ページは業務量をお示ししております。

１９ページの業務量①の給水戸数は８，２４３戸で、前年度から３２戸の増。

③の配水総量は２６１万１，７５７立米で、有収率は９６．２％であります。

２０ページには事業収入、２１ページには事業費用を取りまとめております。

２１ページ下の給水原価は、１立米当たり１４５円２８銭、長期前受金戻入を

控除した給水原価は１１１円３２銭、供給単価は１立米当たり１０１円８０銭

となりました。

２３ページは、企業債の概要でございます。本年度の発行はなく、償還額３，

１８５万７，２７７円で、年度末残高は９億３，８４４万３，１６９円となり

ました。

２４ページは、キャッシュ・フロー計算書です。上段、当年度純利益は１，９

７４万３，６６８円。下から３行目、４の資金増減額は１，０１７万５，２４

４円の増。６の資金期末残高は８億７，３４９万５，５７３円となりました。

２５ページからは、収益費用明細書でございます。

まず、収益では、水道事業収益は３億８，５０９万１５７円、営業収益は２億

６，７９２万３，３２２円で、主なものは、水道料金２億５，５８３万９，０

４８円や手数料、他会計負担金などでございます。水道料金につきましては、

基本料金を半年間免除したことによりまして、大幅な減収ということになりま

した。中段、営業外収益は１億１，７１６万６，８３５円で、主なものは、他

会計補助金。これは、水道基本料金の減免によって減収した給水収益に対して

一般会計から補助を受けたことにより、前年度と比べ大きく増加をしておりま

す。ほかには、長期前受金戻入、分担金が主な収益でございます。

２６ページは費用です。

水道事業費用は３億６，５３４万６，４８９円で、うち営業費用は３億５，１

６１万４，５７３円です。主なものは、原水及び浄水費では、水源地動力費、

配水及び給水費では、２７ページの委託料や県水受水費などでございます。こ

の委託料につきましては、令和２年度から水道施設の管理業務を民間委託した

ことによりまして、前年度と比べ、大幅な増となっております。しかしながら、

この民間委託によって、職員数を減らすことができましたので、差引、約１，

０００万円の人件費を削減することができました。中段、総係費は２，８４６

万３，２２２円で、主なものは職員の給料です。

２８ページでは、減価償却費が２億１１６万３，０２９円となりました。

営業外費用は、支払利息１，０５９万８，７９３円などで、特別損失はありま

せんでした。

次に、２９ページは資本的収入及び支出の明細書です。

資本的収入は１，７９７万１，８７２円で、主なものは給水工事の負担金です。
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３０ページ、資本的支出は１億４，１４７万５２３円。内訳は東部工業団地配

水池送水管更新工事などの建設改良費で１億９１０万５，９４６円、企業債償

還金３，１８５万７，２７７円などでございます。なお、最下段の他会計貸付

金につきましては、工業団地造成事業へ３億１，０００万円の貸付けを予定し

ておりましたが、造成工事が次年度へと繰越しとなり、工事費の支払いも次年

度となりましたので、決算額は０円となっております。

３１ページは固定資産明細書、３２ページは企業債明細書でございます。

次に、５ページにお戻りください。損益計算書です。税抜きでの表示となりま

す。

営業収益は、給水収益からその他営業収益までの合計２億６，７９２万３，３

２２円。営業費用は、原水及び浄水費からその他営業費用までの合計３億５，

１６１万４，５７３円。営業損失は８，３６９万１，２５１円で、前年度比約

２，５００万円損失が増えました。

営業外収益は、受取利息及び配当金から雑収益までの合計１億１，７１６万６，

８３５円。営業外費用は、支払利息と雑支出を合わせて１，３７３万１，９１

６円。差引、営業外での利益は１億３４３万４，９１９円で、前年度比約２，

０００万円の増、営業損失と合わせた経常利益は１，９７４万３，６６８円と

なり、前年度比では約５００万円の減となりました。

特別利益及び特別損失はなく、当年度純利益は経常利益と同額の１，９７４万

３，６６８円で、これに前年度繰越利益剰余金１億５，７４４万９２４円を加

えた当年度未処分利益剰余金は１億７，７１８万４，５９２円となりました。

６ページは、剰余金計算書です。

まず、資本金の当年度末残高は、前年度末残高と変わらず、１８億７，７０２

万４，３８６円でした。資本剰余金合計の４億３，５１４万９，４８１円につ

いても変動はございません。

利益剰余金の未処分利益剰余金では、前年度末残高の１億５，７４４万９２４

円に当年度変動額を加えて、１億７，７１８万４，５９２円。利益剰余金合計

は５億４，４５１万９，１７８円となりました。

そして、資本合計は当年度末残高２８億５，６６９万３，０４５円となってお

ります。

７ページは、剰余金処分計算書の案でございます。

当年度未処分利益剰余金１億７，７１８万４，５９２円のうち８，０００万円

を処分して、建設改良積立金に積み立て、処分後残高を９，７１８万４，５９

２円にしたいと考えております。

９ページからは、貸借対照表です。税抜きでの表示です。

資産の部、固定資産は、有形固定資産と無形固定資産の合計５０億８，７２４

万９，７２２円、前年度比約８，６００万円の減となりました。詳細は３１ペ

ージ、固定資産明細書並びに議案第４８号資料５ページから９ページをご参照

ください。

流動資産合計は９億３０２万７，１６８円で、資産合計は５９億９，０２７万

６，８９０円、前年度比約７，５００万円の減となりました。

１０ページは負債の部で、固定負債は企業債の８億９，３９２万２，６７０円。

流動負債は１年以内に償還する企業債からその他流動負債を合わせた合計１億

８６９万５９円。繰延収益合計は２１億３，０９７万１，１１６円で、負債合

計は３１億３，３５８万３，８４５円。前年度比約９，５００万円の減となり

ました。
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資本の部は、資本金１８億７，７０２万４，３８６円と資本剰余金及び１１ペ

ージの利益剰余金で、資本合計は２８億５，６６９万３，０４５円。前年度比

約２，０００万円の増となりました。

以上、議案第４８号の説明とさせていただきます。

続きまして、議案第４９号について、説明を申し上げます。

工業用水道事業会計決算書、１、２ページをお開きください。決算報告書です。

税込みでの表示となります。

まず、収益的収入及び支出です。

収入は、１款、工業用水道事業収益、予算額４，７１０万円に対しまして、決

算額４，５５８万２，２５９円、予算額と比較して１５１万７，７４１円の減

であります。各項の決算額は、１項、営業収益３，４５５万５，７９０円、２

項、営業外収益１，１０２万６，４６９円です。

支出は、１款、工業用水道事業費用、予算額４，４１６万９，０００円に対し

まして、決算額４，０７９万１，０８２円、不用額３３７万７，９１８円とな

りました。各項の決算額は、１項、営業費用３，７０６万５８９円、２項、営

業外費用３７３万４９３円です。

３、４ページは、資本的収入及び支出でございます。

収入はありません。

支出は、１款、資本的支出、予算額４２１万５，０００円に対しまして、決算

額４２１万４，３３３円、不用額６６７円となりました。各項の決算額ですが、

１項、固定資産購入費はなし、２項、企業債償還金は４２１万４，３３３円と

なりました。

なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額４２１万４，３３３円は、過

年度分損益勘定留保資金で全額補塡をいたしました。

次に、概要の説明を申し上げますので、１３ページをお開きください。

本年度の契約水量は、昨年度から日量３０立米の減量となり１，８５０立米で、

給水量は昨年度と比べ８．３％の減となりました。これに伴い、給水収益も昨

年度と比べ５．４％の減収となり、有収率も０．６ポイント低い９８．０％と

なっております。新型コロナウイルス感染症の影響が工業団地内の企業にも現

れたものと考えております。経常利益及び純利益は、昨年度と比べ２５．６％

減少しましたが、継続して安定した黒字を確保しております。

資本的支出の企業債償還金は、元金償還の据置期間が終了した企業債の影響で、

昨年度と比べ７４．１％と大きく増加をいたしました。

建設改良事業は、今年度は実施しておりません。

議案第４９号資料、１、２ページには、工業用水道料金及び使用水量に係る資

料を添付しておりますので、ご参照ください。

１５ページは保全工事の契約内容と業務量、１６ページは事業収入及び事業費

用を取りまとめております。また、下段の給水原価は、１立米当たり６７円７

２銭、長期前受金戻入を控除した給水原価は４７円９３銭、供給単価は５６円

４３銭となりました。

１７ページは企業債の概要で、本年度発行額はなく、償還額４２１万４，３３

３円。年度末残高は２億５，９６８万４，７７７円となりました。

１８ページは、キャッシュ・フロー計算書です。上段の当年度純利益は４７９

万１，０５５円。下から３行目、４の資金増減額は８４７万２，３５１円の増

で、６の資金期末残高は１億２，２３０万２，０１３円となりました。

１９ページからは、収益費用明細書でございます。
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収益は、工業用水道事業収益が４，２４３万９，１６０円。営業収益は３，１

４１万４，３６２円で、水道料金と受託工事収益でございます。

営業外収益は１，１０２万４，７９８円で、主なものは長期前受金戻入です。

２０ページからは費用です。

工業用水道事業費用は３，７６４万８，１０５円。営業費用は３，６１６万２

１２円で、主なものは送水及び配水費と２１ページの減価償却費です。営業外

費用は、支払利息１４８万７，８９３円となっております。

２２ページからは、資本的収入及び支出の明細書でございます。

資本的収入はありません。

２３ページの資本的支出は４２１万４，３３３円で、企業債償還金でございま

す。

２４ページは固定資産明細書、２５ページには企業債明細書を記載しておりま

す。

次は、決算書５ページにお戻りください。損益計算書でございます。税抜きで

の表示となります。

営業収益は給水収益と受託工事収益で、合計３，１４１万４，３６２円。営業

費用は、送水費及び配水費から資産減耗費までの合計３，６１６万２１２円で、

営業損失は４７４万５，８５０円となりました。

営業外収益は、受取利息及び配当金から雑収益までの合計１，１０２万４，７

９８円。営業外費用は支払利息１４８万７，８９３円で、差引、営業外での利

益は９５３万６，９０５円、経常利益は４７９万１，０５５円となりました。

当年度純利益は、経常利益と同額で、これに前年度繰越利益剰余金４，０８９

万５，００１円を加え、当年度未処分利益剰余金は４，５６８万６，０５６円

となりました。

６ページは、剰余金計算書です。

資本金５，０９５万２，８１４円。資本剰余金合計１億５，５５６万７，１１

１円は、前年度と変動がございません。利益剰余金合計は、利益積立金、建設

改良積立金、未処分利益剰余金を合わせ、当年度末残高は７，６９４万３，４

４９円。資本合計は２億８，３４６万３，３７４円となりました。

７ページは、剰余金処分計算書です。

当年度未処分利益剰余金４，５６８万６，０５６円につきましては、処分して

積み立てることなく、次年度に繰り越したいと考えております。

９ページは、貸借対照表です。税抜きでの表示となります。

資産の部、固定資産は有形固定資産で、土地から機械及び装置までの合計７億

４，１６０万７，５３７円。前年度比で約１，９００万円の減となりました。

詳細につきましては、２４ページの固定資産明細書並びに議案第４９号資料３

ページから５ページをご参照ください。

流動資産は、現金預金など、合計１億２，３３４万７３３円。資産合計は８億

６，４９４万８，２７０円で、前年度比約１，１００万円の減となりました。

１０ページは負債の部で、固定負債は企業債２億５，２１５万５，４８８円。

流動負債は１年以内に償還する企業債などで、合計９３５万９，６７６円。繰

延収益合計は３億１，９９６万９，７３２円で、負債合計は５億８，１４８万

４，８９６円、前年度比で約１，５７０万円の減となりました。

資本の部は、資本金５，０９５万２，８１４円と資本剰余金及び１１ページの

利益剰余金で、資本合計は２億８，３４６万３，３７４円、前年度比で約４８

０万円の増となりました。
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以上、議案第４９号の説明とさせていただきます。

続きまして、議案第５０号について、説明を申し上げます。

下水道事業会計決算書、１、２ページをお開きください。決算報告書です。税

込みでの表示でございます。

まず、収益的収入及び支出です。

収入は、１款、下水道事業収益、予算額１０億３，０６３万９，０００円に対

しまして、決算額１０億３，９１８万８，９８２円、予算額と比較して８５４

万９，９８２円の増であります。各項の決算額は、１項、営業収益４億２，７

５３万４，１８０円、２項、営業外収益６億１，１６５万４，８０２円でござ

います。

支出は、１款、下水道事業費用、予算額１０億１，２５４万円に対しまして、

決算額９億９，４２３万８，４７０円、不用額は１，８３０万１，５３０円と

なりました。各項の決算額は、１項、営業費用８億５，９６８万１，３０１円、

２項、営業外費用１億３，４５５万７，１６９円であります。なお、減価償却

費に充てるため、下水道事業基金を５，２９０万円取り崩し、２９５万７，１

９０円を積み立てました。

３、４ページは、資本的収入及び支出でございます。

収入は、１款、資本的収入、予算額８億７，５６３万６，０００円に対しまし

て、決算額５億５，１４１万７，６００円、予算額と比較して３億２，４２１

万８，４００円の減となりました。各項の決算額は、１項、企業債３億１，６

３０万円、２項、出資金３，８００万円、３項、補助金１億７，８４２万１，

５００円、４項、負担金１，８６９万６，１００円であります。

支出は、１款、資本的支出、予算額１３億４，０５５万４，０００円に対しま

して、決算額９億９，８３９万４，９７２円、翌年度への繰越額は３億２，９

５０万円で、不用額は１，２６５万９，０２８円となりました。各項の決算額

は、１項、建設改良費４億１，６４３万７４８円、２項、固定資産購入費４０

万２，８２０円、３項、企業債償還金５億８，１５６万１，４０４円でござい

ます。なお、資本的収入額が資本的支出額に不足する額４億４，６９７万７，

３７２円は、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２万３，３３３

円、当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額１，７２８万２，２４８

円、過年度分損益勘定留保資金４，０６３万５，８４７円、当年度分損益勘定

留保資金３億７，２６５万３，０１５円、繰越利益剰余金１，６３８万２，９

２９円で補塡をしております。

次に、決算の概要をご説明申し上げます。

１３ページをお願いいたします。

令和２年度の処理状況は、処理区域内人口１万８，９０１人で、汚水処理人口

普及率は１００％、水洗化率は８０．４％で、昨年度と比べ０．５ポイントの

増となりました。これに伴い、有収水量は２．３％の増、使用料収入について

は１．６％の増となりました。

水洗化率向上のための接続推進活動としては、平成３０年度及び令和元年度に

個別訪問できなかった建物の町外所有者を対象に現状把握と未接続理由等の調

査を行いました。今後も継続して調査を行い、水洗化率の向上につなげていき

ます。

建設改良事業においては、雨水整備として、昨年度からの繰越事業でありまし

た川すそ雨水幹線工事（その９）が完了し、引き続き、同工事（その１０）に

着手をいたしました。そのほか、直谷第２雨水幹線工事（その１）にも着手し
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ました。

管路改良では、公共下水道マンホールポンプ１１か所の通報装置改築工事を行

い、処理場改良では、福崎浄化センターの１池２，０００枚の膜カートリッジ

の更新を行いました。

また、農業集落排水処理施設についても、６処理施設の保全のための最適整備

構想計画を策定いたしました。今後は、施設の状況を見ながら、維持管理に努

めていきます。

議案第５０号資料では、１、２ページに下水道使用料及び処理水量の表を添付

しておりますので、ご参照ください。

１６ページから１８ページは建設改良工事の契約内容、１９ページ、２０ペー

ジは保全工事を、２１ページは業務量で、各項目において全体と公共・農集排・

個別排水ごとの数値を記載しております。

人口ベースの水洗化率は８０．４％、接続戸数ベースの接続率は７９．９％、

有収率は９９．０％となりました。

２２ページは事業収入、２３ページは事業費用となっております。下段の汚水

処理原価は、１立米当たり３９９円、使用料単価は１５４円となりました。

２５ページは、企業債と一時借入金の状況で、企業債の令和２年度発行額は３

億１，６３０万円、償還額は５億８，１５６万１，４０４円で、年度末残高は

９４億６，１０９万４，４４２円となりました。一時借入金につきましては、

１億円を借り入れましたが、年度内に返済は完了しております。

２６ページは、キャッシュ・フロー計算書です。上段、当年度純利益は３，３

７９万７，５４８円。下から３行目、４の資金増減額は３，８９４万８，０２

０円の減で、６の資金期末残高は１億６，４４３万２，３４９円となりました。

２７ページからは、収益費用明細書です。

まず、収益では、下水道事業収益は１０億３１５万６，８７９円。営業収益は

３億９，１５０万９，３０１円で、主なものは、下水道使用料３億６，２０４

万８，３８２円や雨水整備事業に係る一般会計からの負担金などでございます。

中段、営業外収益は６億１，１６４万７，５７８円で、主なものは、汚水事業

にかかる一般会計負担金や補助金及び長期前受金戻入などでございます。

次に、２８ページからは費用です。

下水道事業費用は９億６，９３５万９，３３１円。うち営業費用は８億３，９

３６万２，４３７円で、内訳の主なものは、管渠費、処理場費、次のページの

総係費や３０ページの減価償却費などでございます。営業外費用は企業債の支

払利息などでございます。

３１ページからは、資本的収入及び支出の明細書です。

資本的収入は５億５，１４１万７，６００円で、内訳は、企業債３億１，６３

０万円、一般会計からの出資金３，８００万円、国庫補助金１億７，８４２万

１，５００円、負担金１，８６９万６，１００円となっております。

３２ページの資本的支出は９億６，３６５万５，６７４円、内訳は、建設改良

費では汚水の管路整備費や管路改良費、雨水の管路整備費及び処理場改良費で

す。そして次のページの企業債償還金などが主な支出でございます。

３４ページは固定資産明細書、３５ページからは企業債明細書で、全体の未償

還残高は４６ページの９４億６，１０９万４，４４２円でございます。

また、４８ページには、各セグメントごとの情報を記載しております。

次は、５ページにお戻りください。損益計算書です。税抜きでの表示です。

営業収益は、下水道使用料からその他営業収益までの合計３億９，１５０万９，
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３０１円。営業費用は、管渠費から資産減耗費までの合計８億３，９３６万２，

４３７円で、営業損失は４億４，７８５万３，１３６円となり、前年度から約

１，６００万円損失が増えました。

営業外収益は、受取利息及び配当金から雑収益までの合計６億１，１６４万７，

５７８円。営業外費用は、支払利息などで、１億２，９９９万６，８９４円、差

引、営業外での利益は４億８，１６５万６８４円で前年度比約１，０００万円の

増。営業損失と合わせた経常利益は３，３７９万７，５４８円となり、前年度比

では約７００万円の減となりました。

当年度純利益は、経常利益と同額で、これに前年度繰越利益剰余金７，１２７

万６，９４１円を加えた当年度未処分利益剰余金は１億５０７万４，４８９円

となっております。

６ページは、剰余金計算書です。

当年度末残高は、資本金では一般会計からの出資を受け入れ、１０億４，８６

７万８，５９０円。資本剰余金合計は、期首残高と変わらず、３億６，５１３

万４，８５６円。利益剰余金合計は、繰越利益剰余金に当年度純利益を加えて、

１億５０７万４，４８９円。資本合計は１５億１，８８８万７，９３５円とな

りました。

７ページは、剰余金処分計算書の案でございます。

当年度未処分利益剰余金１億５０７万４，４８９円のうち、２，３７５万１，

８１３円を処分して資本金へ組み入れ、処分後残高を８，１３２万２，６７６

円にしたいと考えております。

９ページからは、貸借対照表です。税抜きでの表示となります。

資産の部、固定資産は有形固定資産で、土地から建設仮勘定まで合計１７８億

７，４６８万４５９円。固定資産合計は１８０億４，９７１万６，０２１円で、

前年度と比較しまして、約２億５，０００万円の減となりました。詳細は３４

ページの固定資産明細書並びに議案第５０号資料５ページから９ページをご参

照ください。

流動資産合計は１億９，９５４万３，９９５円で、資産合計は１８２億４，９

２６万１６円、前年度比で約３億円の減となりました。

１０ページは負債の部で、固定負債は、企業債で８８億６，７４８万９，６６

１円。中段の流動負債合計は７億１，０９５万３，３１８円。繰延収益合計は

７１億５，１９２万９，１０２円。負債合計は１６７億３，０３７万２，０８

１円で、前年度比約３億７，０００万円の減となりました。

資本の部は、資本金１０億４，８６７万８，５９０円と資本剰余金及び１１ペ

ージの利益剰余金で、資本合計は１５億１，８８８万７，９３５円。前年度比

で約７，２００万円の増となりました。

以上、議案第５０号の説明とさせていただきます。

続きまして、議案第５１号について、説明を申し上げます。

工業団地造成事業会計決算書、１、２ページをお開きください。決算報告書で

す。税込みでの表示となります。

まず、収益的収入及び支出です。

収入は、１款、工業団地造成事業収益、予算額１万円に対しまして、決算額９

万２，１８０円で、予算額と比較して８万２，１８０円の増であります。項別

の決算額は、１項、営業外収益９万２，１８０円です。

支出は、１款、工業団地造成事業費用、予算額１１０万円に対しまして、決算

額１００万７，６５２円、不用額は９万２，３４８円となりました。各項の決
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算額は、１項、営業費用１００万７，６５２円、２項、営業外費用は０円です。

３、４ページは、資本的収入及び支出でございます。

収入は、１款、資本的収入、予算額５億６，０００万円に対しまして、決算額

２億円で、予算額と比較して３億６，０００万円の減であります。各項の決算

額は、１項、企業債２億円、２項、借入金０円です。

支出は、１款、資本的支出、予算額５億７，１５２万４，４８０円に対しまし

て、決算額１億７，４２５万５，１３７円、翌年度への繰越額は３億９，６９

４万６，０００円で、不用額は３２万３，３４３円となりました。項別の決算

額は、１項、東部工業団地造成事業費１億７，４２５万５，１３７円でござい

ます。

次に、概要の説明を申し上げますので、１３ページをお開きください。

工業団地造成事業は、東部工業団地約４．５ヘクタールの拡張を目的に、昨年

度より公営企業会計として事業を始めました。今年度は、兵庫県土地開発公社

に入札・工事監理業務を委託し、工事を進めてきましたが、工事の進捗が遅れ、

事業は次年度へ繰り越すこととなりました。

主な収入は企業債の借入れで、主な支出は造成工事費のほか、用地買収費や物

件補償費、また、直接経費は県公社への事務委託料や職員給与に係る一般会計

への支出金などでございます。今後は造成用地の売却を進めていきます。

議案第５１号資料では、計画平面図を添付しておりますので、ご参照ください。

１４ページは、業務量及び事業収入、事業費用などを記載しております。

１５ページは、企業債の概要など。

１６ページには、キャッシュ・フロー計算書をお示ししております。最下段、

６の資金期末残高は６，８４５万８０７円となりました。

１７ページは、収益費用明細書です。税込みでの表示となります。

収益、工業団地造成事業収益は営業外収益で、９万２，１８０円。下は費用で

ございます。工業団地造成事業費用は１００万７，６５２円、営業費用の一般管

理費のみで、営業外費用はございませんでした。

１８ページからは、資本的収入及び支出の明細書です。資本的収入は企業債の

２億円で、借入金につきましては、水道事業からの借入れ３億１，０００万を

予定しておりましたが、造成事業が次年度へ繰越しとなったため、借入れの必

要がなくなりました。

１９ページの資本的支出は東部工業団地造成事業費１億７，４２５万５，１３

７円で、内訳は造成工事費１億３，７５８万円、用地費２，０１９万４，４８

０円、そのほか、直接経費及び建設利息となっております。

２０ページには、固定資産明細書と企業債明細書を記載しております。

次は、決算書５ページにお戻りください。損益計算書でございます。税込み表

示でございます。

営業費用は、一般管理費１００万７，６５２円で、営業損失を同額計上してお

ります。

営業外収益は、雑収益の９万２，１８０円で、差引、経常損失は９１万５，４

７２円となりました。

当年度純損失は同額で、前年度繰越利益剰余金と合わせた当年度未処理欠損金

は１９２万４２４円となっております。

６ページは、欠損金計算書です。資本金の当年度末残高は２００万円。剰余金

では、利益剰余金合計が当年度未残高で１９２万４２４円のマイナスとなりま

した。これらを差し引いた資本合計は７万９，５７６円となっております。
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７ページは、欠損金処理計算書です。未処理欠損金を計上しておりますので、

処分の予定はございません。

９ページは、貸借対照表です。税込み表示となります。

資産の部、固定資産はありません。土地造成は未成土地で合計５億３，４５３

万７，７４０円。流動資産は合計６，８４５万８０７円。資産合計は６億２９

８万８，５４７円となっております。

１０ページは負債の部で、固定負債はありません。流動負債は企業債と未払金

を合わせた合計６億２９０万８，９７１円。繰延収益はなく、中段、負債合計

は同額の６億２９０万８，９７１円となっております。

資本の部は、資本金と剰余金で、合わせて資本合計は７万９，５７６円となり

ました。

以上、議案第５１号の説明とさせていただきます。

４議案ともよろしくご審議賜り、認定いただきますよう、お願い申し上げます。

議 長 提案説明の途中ですが、休憩を行います。

再開は２時５分といたします。

◇

休憩 午後 １時４８分

再開 午後 ２時０３分

◇

議 長 会議を再開いたします。

令和２年度全会計の決算につきましては、先般、監査委員による決算審査が行

われ、その意見書が提出されております。

決算審査意見書について、監査委員の説明を求めます。

代表監査委員 それでは、令和２年度福崎町決算審査意見書について、ご説明を申し上げます。

意見書は、一般会計、特別会計、基金運用状況について１部、公営企業会計に

ついて１部、健全化判断比率及び資金不足比率について１部、計３部提出して

おります。

初めに、一般会計、特別会計、基金運用状況について、ご説明をいたします。

決算審査意見書の１ページをご覧ください。

審査の対象は令和２年度福崎町一般会計歳入歳出決算、同じく令和２年度福崎

町国民健康保険事業特別会計歳入歳出決算、令和２年度福崎町後期高齢者医療

事業特別会計歳入歳出決算、令和２年度福崎町介護保険事業特別会計歳入歳出

決算、令和２年度基金運用状況（用品調達基金、土地開発基金）でございます。

審査の実施は、令和３年８月２日から６日まで、５日間で実施いたしました。

審査の実施内容は提出されました一般会計、特別会計、歳入歳出決算書、決算

報告書、及び、その他関係書類並びに基金運用状況報告書等の書類を主な書類

としまして、担当職員から状況等を聴取して審査を行いました。また、事業等

の成果を確認するため、現地調査も行いました。

審査の結果、福崎町監査基準に基づき審査した限りにおきまして、審査の対象

になった一般会計、特別会計、歳入歳出決算書等の記載事項は、いずれも法令

に適合しており、その計数は正確であると認めました。なお、事務処理につき

ましては、その一部について、例月出納検査や定期監査等で指摘しております

が、おおむね良好であると認めました。また、基金は、その設置目的に沿って

確実かつ効率的に運用されており、計数は正確であると認めました。

意見書としては、結構長い資料になっておりますけれども、２ページから１７

ページに記載しております決算の概要につきましては、会計管理者の説明、ま
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た、決算報告書等の記載と重複いたしますので、説明は省略させていただきま

す。また後でご覧いただきたいなと思っております。

次に意見ですけれども、１８ページをご覧ください。

まず、町税につきまして、令和２年度の町税収入は、前年度との比較では、６，

５５２万３，１９５円、対前年度比２％減少しておるということになってござ

います。個人町民税等につきましては、若干説明は省略させていただきまして、

そこは見ていただきたいなと思っておりますけれども、また、令和２年度の状

況としましては、新型コロナウイルス感染症等に係る徴収猶予の特例の適用等

によりまして、１，５５３万３，３６０円を猶予しておりまして、現年度分の

収入率が若干低下していると、こういう状況にございます。

歳入は歳出の財源となっております。したがって、財源の確保は町の施策を推

進する上で大変重要となります。その中でも町税収入、３２億円余りですけれ

ども、これは歳入総額の３１．２％を占めているということで、町の歳入の根

幹をなす重要な収入となっております。町では、数年来にわたりまして、兵庫

県の個人住民税整理回収チームの派遣を受けて、滞納防止や徴収への取組が強

化された結果、全体的な対応力も向上し、関係課間の連携も定着しておるとい

うように思っております。また、積極的な滞納処分を行う一方で、滞納者の実

情に即した対応を行い、滞納の早期解消に努められております。しかしながら、

令和２年度は、先ほどちょっと触れましたけれども、新型コロナウイルス感染

症の影響による猶予制度を適用して、納税を猶予している方、というか法人が

ございまして、特に固定資産税において、現年度分の収入割合が低下しており

ます。新型コロナウイルス感染症の影響がどの程度長期化するか見通し難い状

況でありますけれども、状況を注視して、確実な徴収に向けて細心の注意をお

願いしたいと思います。

１９ページです。

新型コロナウイルス感染症対策につきまして、令和２年度は、新型コロナウイ

ルス感染症に翻弄された１年でありました。町の最重要事項も新型コロナウイ

ルス感染症対策であったのではないかと思います。町職員の皆様におかれまし

ては、日々の業務に感染症対策業務が加わってきたということ、特に学校にお

きましては臨時休業の実施、夏季休業期間の短縮、ＧＩＧＡスクール構想の前

倒しなど、過去に経験のないような状況にありながらも、大過なく適切に対応

されたと感じております。

また、新型コロナウイルスワクチン接種事業におきましても、適切に準備をさ

れ、その後の話ではありますけれども、令和３年度に大きな混乱もなく、スム

ーズに対応ができているのかなと感じております。

新型コロナウイルスワクチン接種事業も含め、新型コロナウイルス感染症対策

事業は、今後も続いていくと思いますが、町民の福祉の向上のため、さらなる

努力と取組を期待しております。

３番です。巡回バス運行事業につきまして、高齢者等交通弱者の移動手段確保

を主な目的として実施しておる巡回バスの運行事業においては、関係者の不断

の努力によりまして、毎年、運行改編や新規路線の運行など、利用者の利便向

上に向けた取組が継続されております。常に改善を求めるという姿勢は評価に

値するとともに、関係者の努力には敬意を表します。今後とも、さらなる利用

者の増加及び利便性の向上に向けた取組を期待しております。

４番。移動スーパーのふくふくまるについてですけれども、商工会を事業主体

として実施している移動スーパーふくふくまるの実証実験におきましては、平
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成３０年度の事業開始以降、年々利用者数及び売上げが増加しており、利用者

からも好評を得ていると聞き及んでおります。現在は実証実験期間中ではござ

いますが、買い物弱者対策として、実証実験期間終了後も長く継続できるよう、

受託者の企業努力に期待するだけでなく、町を含めた周辺からの支援を要望し

たいと思います。

５番目、収支を伴う事業。町が実施する事業の中でも収支を伴う事業におきま

しては、利用者などの集客力の向上に向けた取組が必要不可欠となります。そ

れぞれの事業の特質によって目標とする収支は異なりますけれども、それぞれ

適正妥当な収支目標を設定され、常に事業の推進状況及び利用者の現状を把握

するとともに、改善に向けて努力していくという強い意志を持った取組を期待

いたします。この中には、ちょっと裏側の思いといたしまして、実際にその他、

町で実施する事業全てにおきまして、コスト意識を含めて、個々の取組の中身

の効率化を図るということを、常々頭に置いて取り組んでいただきたいという

ようなことも含んでおります。

６番目。辻川界隈の振興につきまして、町の観光振興施策の中でも辻川界隈の

振興につきましては、かねてからの取組により、関係者の努力の成果が目に見

えて現れるようになったと感じております。令和２年度は、新型コロナウイル

ス感染症の影響によりまして、積極的な施策を講じることが困難ではあったと

思いますが、１年間を通した結果としては、観光客入込数が大幅に減少するこ

とはありませんでした。これも、これまでの観光振興施策トータルの成果では

ないかと思います。新型コロナウイルス感染症の影響がどの程度長期化するか

見通し難い状況ではございますけれども、コロナ禍収束後を見据え、観光交流

センターや三木家住宅を中心とした辻川界隈の観光資源を活用し、より多くの

誘客を目指した取組を期待しております。

７番目、福祉基金及び農業農村活性化基金につきまして。福祉基金及び農業農

村活性化基金は、かつては果実の運用型基金として設置され、その基金運用収

益をそれぞれの基金設置目的に沿って実施する事業の財源として充当されてま

いりました。しかしながら、近年は低利のため運用収益が見込めず、その原資

を取り崩しているという状況になってございます。その結果、基金残高は年々

減少しており、数年先には枯渇することが予想されますので、それぞれの基金

を用いて実施している事業を精査され、事業を継続する必要があると認められ

るものにつきましては、その財源を含め、早期に方向性について検討されるこ

とを要望いたします。

８番目。決算報告書及び関係書類につきまして、町が作成している決算報告書

及び関係書類につきましては、決算年度中に実施された事業の内容や成果、課

題等が網羅的に記載されており、各年度の町政の運営を理解するための一助と

して非常に有効なものと認識しております。また、読み手にとって分かりやす

い表記、参考図表の添付等もなされており、令和元年度決算に比べ、さらなる

改善が見受けられました。今後とも、読み手にとって、より分かりやすいもの

となるよう、改善をお願いいたします。

次に、２冊目、公営企業会計についてですけれども、公営企業会計の意見書の

１ページをご覧ください。

審査の対象は、先ほど説明のあった福崎町の水道事業会計、工業用水道事業会

計、福崎町の下水道事業会計決算、福崎町工業団地造成事業会計決算、各令和

２年度の分でございます。

審査の実施は、令和３年８月５日でございました。
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審査の実施内容は、提出された各公営企業会計決算書及びその他関係書類を主

な資料といたしまして、担当職員から状況等を聴取して審査を行いました。

審査の結果、審査に付された各公営企業会計決算、その他関係書類は、いずれ

も地方公営企業法、その他関係法令に準拠して作成されており、その計数は正

確であると確認をいたしました。

次に、審査の意見ですけれども、水道事業では、令和２年度決算において、当

年度純利益は１，９７４万３，６６８円となっております。若干、文章を省略

いたしまして、経常利益、当年度純利益とも黒字を維持しているということに

なってございます。

水道事業では、平成３０年度に１０年間を計画期間とする水道事業ビジョン・

経営戦略を策定しております。令和２年度には若干の動きがございましたけれ

ども、水道事業ビジョン・経営戦略の投資・財政計画の指標はおおむね達成し

ており、前年度に引き続き、健全な経営がなされているのではないかと感じて

おります。また、水道事業ビジョン・経営戦略に掲げる災害に強い水道の実現

のための管路の耐震化、施設の更新を進めておりますけれども、これにつきま

しても、目標達成に向けて順調に進められていると思っております。

水道事業ビジョン、経営戦略に掲げる経営計画の実現には、毎年度の決算の財

政計画との乖離を分析し、適切な見直しと効率的かつ堅実な経営を継続してい

く必要がございます。今後とも、費用対効果とコスト縮減を意識しつつ、長期

にわたり持続可能な経営に努めてください。

次に、２ページで、工業用水道事業会計に対する意見でございます。

令和２年度におきまして、工業用水道事業会計の当年度純利益は４７９万１，

０５５円となっております。

状況の変化は、若干、２、３行飛ばさせていただきまして、工業用水道事業に

おきましても、水道事業と同様、平成３０年度に１０年間を計画期間とする経

営戦略を策定しております。その他の目標も含め、おおむね指標を達成してお

りまして、引き続き健全な経営がなされるものではないかと感じております。

経営戦略に掲げる計画の実現には、毎年度の決算と財政計画との乖離を分析し、

適切な見直しと効率的かつ堅実な経営を継続していく必要があります。

工業用水道事業を取り巻く環境や昨今の経済情勢の中では、給水収益の大幅な

増加は見込み難い状況でございますけれども、費用対効果とコスト縮減を意識

しつつ、長期にわたり持続可能な経営に努めてください。

次に、下水道事業会計に対する意見です。

令和２年度決算におきまして、当年度純利益は３，３７９万７，５４８円とい

うことになりました。

水洗化率等、書いております。それは、また後でご覧いただきたいなと思って

おります。

収益率向上のためには、下水道への接続率及び有収率を向上させていくことが

必要となります。令和２年度には、令和元年度までに行った接続推進活動に引

き続き、個別訪問できなかった公共下水道区域並びに農業集落排水区域の建物

の町外所有者を対象に調査が実施されております。下水道処理区域内全体の有

収率は高水準を維持しておりまして、今年度も９９％というようなパーセント

になってございます。今後も継続的に取組を実施し、接続率の向上並びに有収

率の維持に努めてください。

下水道の汚水事業、雨水事業ともに、それぞれ必要な整備は確実に取り組んで

ください。また、平成２８年度に策定されました経営戦略は５年目を迎えるこ
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とから、令和３年度に見直しをされると聞き及んでおります。経営戦略の見直

しにおかれては、適切に見直され、今後とも収益率を意識しつつ、経営の効率

化やコスト縮減に努め、長期にわたり持続可能な経営に努めてください。

次に、工業団地造成事業会計に対する意見ですけれども、工業団地造成事業は、

東部工業団地約４．５ヘクタールの拡張を目的に、令和元年度から事業を始め

ております。

令和２年度におきましては、当年度純利益が９１万５，４７２円の赤字となっ

てございます。

令和２年度では、０．５ヘクタールの用地を取得しております。敷地造成工事

は、兵庫県土地開発公社に委託して進められてまいりましたが、工事の進捗が

遅れ、事業はかなりの部分、翌年度に繰り越されてございます。

工業団地造成事業におきましては、低廉な費用で事業を進めることはもちろん

のこと、完成した造成地が計画どおり売却できるかどうかが極めて重要なこと

と思います。確実に売却できるよう入念な調整と、引き続き費用対効果を意識

した効率的な事業運営に努めていただきたいと思っております。

４ページから１３ページには、各公営企業の業務実績等、記載しておりますが、

先ほどの上下水道課長の説明と重複するところが多いため、説明は省略させて

いただきたいと思います。

次に、健全化判断比率及び資金不足比率審査意見書ですが、その冊子の１ペー

ジをご覧ください。

審査の対象は、健全化判断比率（実質赤字比率、連結実質赤字比率、実質公債

費比率及び将来負担比率）及びその算定の基礎となる事項を記載した書類でご

ざいます。

審査の期間は、令和３年８月６日でございました。

審査の着眼点は、それぞれの書類につきまして、一般会計、特別会計、及び各

公営企業会計に係る決算の審査対象とされた書類、地方財政状況調査表、その

他の関係書類を照合し、書類等が法令に適合し、かつ正確であるかについて、

審査をいたしました。

審査の結果は、福崎町監査基準に基づき審査した限りにおきまして、審査の対

象となりました健全化判断比率は、法令の規定に従って適正かつ正確に算定さ

れているものと認めました。また、算定の基礎となる事項を記載した書類は、

法令に従い正確に作成されているものと認めました。

内容的には、１つ、実質赤字比率。これは、発生しておりませんでしたので、

算出されませんでした。連結実質赤字比率。実質赤字及び資金不足が発生しな

かったため、算出されませんでした。実質公債費比率につきましては、９．

８％で、早期健全化基準の２５％を下回っております。将来負担比率。これは

９０．９％で、早期健全化基準の３５０％を下回ってございます。

これに関する意見でございますけれども、健全化判断比率の全ての指標も早期

健全化基準を下回っておりまして、令和２年度における本町の各指標は良好で

あると言えます。しかしながら、本町が有する各施設は老朽化が進んでおり、

中長期的には、それらの施設をどのように更新していくのかという課題を抱え

てございます。また、ごみ処理に関しましては、くれさかクリーンセンターの

焼却炉稼働停止が近々そうなりますけれども、可燃ごみ処理を姫路市に委託す

ることにより、経費の増加が予測されます。さらに、令和１０年度の稼働を目

指した新たなごみ処理施設の建設に向けた取組が進められており、それに関し

て多額の投資が必要となってまいります。そのような中、公債費に関しまして
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は、福崎駅周辺整備事業に係る元利償還金の返済が控えております。これに伴

いまして、公債費の増加が予測されます。

このような状況の中、財政の推移を想定しつつ、どのような対応をしていくの

かという計画をできる限り早期にまとめる必要があるのではないかと考えます。

各事業の実施に当たりましては、それぞれの比率を念頭に置きながら、堅実か

つ適切に進められるとともに、今後とも長期にわたり持続可能な財政運営に努

めていただきたいと思います。

健全化に関する状況につきましては、２ページから５ページに資料を提示して

おりますので、後でご覧いただきたいなと思います。

最後に、資金不足比率ですけれども、６ページをご覧ください。

審査の対象は資金不足比率及びその算定の基礎となる事項を記載した書類でご

ざいます。

審査の期間は、令和３年８月６日でございます。

審査の結果は、福崎町監査基準に基づき審査した限りにおきまして、審査の対

象となった資金不足比率は、法令の規定に従って適正かつ正確に算定されてい

るものと認めました。また、算定の基礎となる事項を記載した書類は、法令に

従い正確に作成されているものと認めました。

審査の意見は、各公営企業会計のいずれにおいても資金不足が発生しなかった

ため、資金不足比率は算出されませんでした。

今後も長期にわたり、持続可能な財政運営に努めていただきたいと思います。

なお、各公営企業の資金不足比率の推移につきましては、７ページから１０ペ

ージに記載しておりますので、後でご覧いただきたいと思います。

ちょっと説明も声がかすれながらになりましたけれども、以上で審査意見書に

関しての説明を終わりたいと思います。どうもありがとうございました。

日程第１８ 議案第５２号 令和２年度福崎町水道事業剰余金処分について

日程第１９ 議案第５３号 令和２年度福崎町下水道事業剰余金処分について

議 長 日程第１８、議案第５２号、令和２年度福崎町水道事業剰余金処分について及

び日程第１９、議案第５３号、令和２年度福崎町下水道事業剰余金処分について

の両議案を一括議題といたします。

両案に対する詳細なる説明を求めます。

上下水道課長 議案第５２号、令和２年度福崎町水道事業剰余金処分についてご説明申し上げ

ます。

この議案につきましては、議案第４８号で説明いたしました令和２年度水道事

業会計決算について、未処分利益剰余金の当年度末残高１億７，７１８万４，５

９２円のうち８，０００万円を建設改良積立金に積み立てるため処分したいので、

地方公営企業法第３２条第２項の規定により、議会の議決を求めます。

内容につきましては、水道事業会計決算書の７ページに剰余金処分計算書（案）

ということでお示しをしております。今後の建設改良工事などに要する資金とし

て使途を定め、健全なる経営を目指していくことを目的として処分したいと考え

ております。

以上、議案第５２号の説明とさせていただきます。

続きまして、議案第５３号、令和２年度福崎町下水道事業剰余金処分について、

ご説明申し上げます。

この議案につきましては、議案第５０号で説明いたしました令和２年度下水道
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事業会計決算について、未処分利益剰余金の当年度末残高１億５０７万４，４８

９円のうち、令和元年度及び令和２年度で補塡財源として使用した利益剰余金２，

３７５万１，８１３円を処分して資本金に組み入れたいので、地方公営企業法第

３２条第２項の規定により、議会の議決を求めます。

内容につきましては、下水道事業会計決算書の７ページに剰余金処分計算書

（案）ということでお示ししておりますので、ご確認ください。

以上、議案第５３号の説明とさせていただきます。

２議案ともよろしくご審議賜り、ご賛同いただきますよう、お願いを申し上げ

ます。

日程第２０ 議案第５４号 福崎町工場立地法準則条例の制定について

議 長 日程第２０、議案第５４号、福崎町工場立地法準則条例の制定についてを議題

といたします。

本案に対する詳細なる説明を求めます。

地域振興課長 議案第５４号、福崎町工場立地法準則条例の制定について、ご説明申し上げま

す。

本条例は、平成２９年４月に工場立地法の一部改正が施行されたことによって、

工場敷地面積に対する緑地及び環境施設の面積割合について、本町の実情に合

わせて適用すべき基準の設定が可能となりました。そこで、法の規定に基づき、

条例を制定しようとするものでございます。

条例の内容につきましては、議案第５４号資料、１ページをお願いいたします。

２、条例の概要では、①対象工場は、敷地面積９，０００平米以上、または、

建築面積３，０００平米以上の製造業などとなります。②設定する区域は、工

業専用地域となります。③の面積割合の基準については、法で定められている

全国一律の緑地及び環境施設の基準に代えて、国が定めた範囲内で町準則によ

って基準を定めます。環境施設につきましては、敷地の２０％以上を確保する。

うち緑地につきましては、敷地の１５％以上を確保すると定め、それぞれ現在

適用している基準より５％緩和いたします。また、重複緑地などの緑地への算

入率につきましては、現在適用している緑地面積の２５％以内から５０％以内

として緩和いたします。

３、条例制定する理由としましては、西部、東部の工業団地は、残置森林も多

く、周辺を豊かな自然に囲まれた立地条件となっています。各産業用地は比較

的小さな区画で分譲されたため、近年の事業活動の構造に沿っていないところ

もございます。その中で、現基準を遵守しながら操業されている企業の中には、

事業の拡張に伴い、社員の駐車場不足や増築、改築、設備の増設をしたいが敷

地が不足するなどの状況となっています。そのような状況下、福崎工業団地協

議会から緑地緩和についての要望がありました。そこで、地域の実情に合わせ

た町準則を定めて、工場敷地の有効活用を可能とするため、緑地及び環境施設

面積率の規制緩和を行うものでございます。

４、県内の条例制定の状況は記載のとおり、１１市４町で制定されております。

５、条例制定の効果としましては、本町の周辺環境に考慮した適切な緑地・環

境施設面積率を定めることで、敷地の有効活用を可能とし、隣接地域の環境を

保全しつつ、立地企業の事業活動を活性化させるものでございます。

６、隣接集落及び両工業団地協議会との協議・調整は済んでおります。

２ページをお願いいたします。左面に経緯をまとめております。
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１、令和元年１２月に福崎工業団地協議会から、緑地及び環境施設面積率の緩

和についての要望を受けました。そこで、協議会との意見交換会、関係集落と

の調整会議、アンケート調査などを実施。また、民生まちづくり常任委員会に

報告、説明を行いまして、緩和に向けての調整を進めてきました。そして、関

係５集落からの同意を得て、本日、条例制定を提案させていただいておるとこ

ろでございます。

右面は、緑地面積率の緩和に係る考え方としてシミュレーションしております。

駐車場が不足するＡ工場、１万平米を例としております。生産施設４，０００

平米、環境施設は噴水など５００平米、敷地の５％が配置されている工場に、

現状の緑地は図の緑地①から④屋上緑化までの２，１７０平米が敷地の２１％

設置されております。それを今回定める町準則によって緩和後、緑地を敷地の

１５％以上に５％緩和いたしますので、緑地１，５００平米を確保すればよい

こととなります。図では、①②④の緑地１，６８０平米の設置でよいこととな

りますので、③４９０平米の緑地が設置不要となります。

次に、緑地のうち重複緑地につきましては、現在適用している基準では、５０

０平米が上限ですが、今回定める町準則では、記載の計算式のとおり７５０平

米が上限となります。ですので、緑地②の一部から、図の矢印のように２５０

平米を事業者の費用によって屋上へ移動させることが可能となります。星印の

結果としましては、５％の緩和で、緑地③４９０平米の緑地が不要、そして、

重複緑地の算入率を５０％以内に緩和し、緑地②から２５０平米を屋上の緑地

へ移動させることができます。よって、町準則を制定することで、不足する駐

車場約４２台分の用地を生み出すことが可能となります。

次は、議案にお戻りください。本条例についてでございます。

第１条では趣旨を、第２条では用語の定義を、第３条では区域並びに緑地及び

に環境施設のそれぞれの敷地面積に対する割合を表にお示ししております。工

業専用地域において、緑地の面積の敷地面積に対する割合は１００分の１５以

上を確保する。環境施設の面積の敷地面積に対する割合は１００分の２０以上

を確保すると定めております。第４条では建築物屋上等緑化施設などの緑地面

積への算入割合を敷地面積に緑地面積率を乗じて得た面積の１００分の５０の

割合を超えて緑地面積率の算定に用いる緑地の面積に算入することができない

と定めております。第５条は委任について規定しております。

なお、この条例は公布の日から施行することとしております。

以上、議案第５４号の説明とさせていただきます。ご審議賜り、ご賛同賜りま

すよう、よろしくお願いいたします。

日程第２１ 議案第５５号 デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法律等

の施行に伴う関係条例の整理に関する条例について

議 長 日程第２１、議案第５５号、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備

に関する法律等の施行に伴う関係条例の整理に関する条例についてを議題とい

たします。

本案に対する詳細なる説明を求めます。

総 務 課 長 議案第５５号、デジタル社会の形成を図るための関係法律の整備に関する法

律、以下整備法と略称します、等の施行に伴う関係条例の整理に関する条例に

ついて、ご説明いたします。

議案第５５号資料、１ページをお願いします。
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１番の条例改正の趣旨ですが、デジタル社会形成基本法に基づき、デジタル社

会の形成に関する施策を実施するため、関係法律に所要の改正を行う整備法が

施行されています。これにより、福崎町手数料条例、福崎町個人情報保護条例、

及び、福崎町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関する条例の上位法参

照部分等に改正の必要が生じたため整理を行うものです。

２番、第１条関係。福崎町手数料条例の一部改正は、整備法による行政手続に

おける特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律、以下番号利用

法と略称します、の一部が改正され、地方公共団体情報システム機構が個人番

号カードを発行するものとして明確化されたことから、町の手数料として徴収

する理由がなくなるため、福崎町手数料条例別表、住民生活課の表中、２０の

項、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律

第２条第７項に規定する個人番号カードの再交付手数料、１件につき８００円

を削るものです。

資料の３番、第２条関係。福崎町個人情報保護条例の一部改正は、整備法によ

る前述の番号利用法の一部改正及びデジタル庁設置法の制定に伴い、番号利用

法を所管する省庁がデジタル庁に移管され、その長は内閣総理大臣とされたこ

とから、情報提供等、記録に係る通知先を総務大臣から内閣総理大臣に改める

ほか、参照する条に号ずれが生じたことを改めるなどの改正をするものです。

資料の４番、第３条関係。福崎町個人番号の利用及び特定個人情報の提供に関

する条例の一部改正は、整備法による番号利用法の一部改正に伴い、参照する

条に号ずれが生じたことを改めるなどの改正をするものです。

資料の５番。この条例は公布の日から施行し、改正後の各条例の規定は令和３

年９月１日から適用します。

資料２ページ、３ページには、新旧対照表をお示ししていますので、ご参照く

ださい。

以上、議案第５５号の説明といたします。ご審議賜り、ご賛同いただきますよ

う、よろしくお願いいたします。

日程第２２ 議案第５６号 令和３年度福崎町一般会計補正予算（第３号）について

議 長 日程第２２、議案第５６号、令和３年度福崎町一般会計補正予算（第３号）に

ついてを議題とします。

本案に対する詳細なる説明を求めます。

企画財政課長 議案第５６号について、ご説明申し上げます。

令和３年度福崎町一般会計補正予算（第３号）は、既定の歳入歳出予算の総額

に歳入歳出それぞれ１億３，７００万円を追加し、補正後の予算の総額を８４億

５，６７０万円とするものであります。

議案の１ページ、２ページの第１表歳入歳出予算補正の内容につきましては、

事項別明細書に沿って説明をさせていただきます。

まず歳出からご説明いたします。１９ページ、２０ページをお開き願います。

（以下、事項別明細書朗読説明につき省略）

以上、議案第５６号、令和３年度福崎町一般会計補正予算（第３号）の説明と

させていただきます。よろしくご審議賜り、ご賛同いただきますよう、お願い

申し上げます。

日程第２３ 議案第５７号 令和３年度福崎町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）
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について

日程第２４ 議案第５８号 令和３年度福崎町介護保険事業特別会計補正予算（第１号）につ

いて

議 長 日程第２３、議案第５７号、令和３年度福崎町国民健康保険事業特別会計補正

予算（第１号）について及び日程第２４、議案第５８号、令和３年度福崎町介

護保険事業特別会計補正予算（第１号）について、両議案を一括議題といたし

ます。

両案に対する詳細なる説明を求めます。

健康福祉課長 議案第５７号、令和３年度福崎町国民健康保険事業特別会計補正予算（第１号）

について、ご説明申し上げます。

今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ１，３００万円

を追加し、補正後の予算額をそれぞれ１９億９，８７０万円とするものです。内

容は、過年度分に係る保険給付費等交付金の精算などによるものとなります。

詳細につきましては、事項別明細書でご説明いたします。事項別明細書の歳出

３ページ、４ページをお開き願います。

（以下、事項別明細書朗読説明につき省略）

議案第５７号資料１ページ、２ページに勘定表をお示ししておりますので、ご

参照ください。

以上で議案第５７号の説明を終わります。

続きまして、議案第５８号、令和３年度福崎町介護保険事業特別会計補正予算

（第１号）について、ご説明申し上げます。

今回の補正は、既定の歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２，１９０万円

を追加し、補正後の予算額をそれぞれ１７億５，５１０万円とするものです。

詳細につきましては、事項別明細書でご説明いたします。事項別明細書の歳出

７ページ、８ページをお開き願います。

（以下、事項別明細書朗読説明につき省略）

なお、議案第５８号資料１ページ、２ページには勘定表、３ページには返還額

の一覧表をお示ししておりますので、ご参照ください。

以上で議案第５８号の説明を終わります。

両議案ともご審議賜り、ご賛同いただきますよう、よろしくお願いをいたしま

す。

日程第２５ 議案第５９号 訴えの提起について（町有地の不法占有）

日程第２６ 議案第６０号 福崎町道路線の廃止及び認定について

議 長 日程第２５、議案第５９号、訴えの提起について（町有地の不法占有）及び日

程第２６、議案第６０号、福崎町道路線の廃止及び認定についての両議案を一

括議題といたします。

両議案に対する詳細なる説明を求めます。

まちづくり課長 まず、議案第５９号、訴えの提起について（町有地の不法占有）、こちらに

ついてご説明申し上げます。

当議案は、地方自治法第９６条第１項第１２条の規定によりまして、福崎町高

岡字徳ケ畑１７５３番２外に存する有体動産の収去、明渡し、かつ、賃料相当

損害金請求について、訴えを提起することについての議会の議決を求めるもの

でございます。



－48－

訴えの相手方は、○○○○○○○○○○○○○○○○○○○、並びに大阪府岸

和田市並松町２２番３１号、有限会社シオタｕ．ｓトレイディング 代表取締

役 大石氏でございます。

請求の趣旨・理由につきましては、福崎町が所有しております福崎町高岡字徳

ケ畑１７５３番２外に存する有体動産を収去し、同土地を明け渡し、かつ、連

帯して平成３１年１月１日より、同明渡し済みに至るまでの年額１０万円の割

合による金員の各支払いを求めるものでございます。

相手方は、会社の事業といたしまして所有しております福崎町高岡字徳ケ畑１

７５３番１に有体動産を搬入しておりますが、遅くとも平成２９年頃からは、

隣接いたします福崎町高岡字徳ケ畑１７５３番２外及び福崎町福崎財産区所有

であります福崎町高岡字塩田西１９６６番１の土地上にも大量の有体動産を搬

入し、放置するようになり、不法占有状態が続いているものでございます。

令和３年７月２１日付で、弁護士名におきまして、令和３年８月２０日までに

各土地上の有体動産である廃棄自動車、こちらを撤去し、明渡しを求める通知

書を提出しておりましたが、期限内での有体動産の収去がなされていないため、

この有体動産の収去、それから明渡し、かつ、賃料相当損害金請求について、

訴えを提起したいので、地方自治法第９６条第１項第１２条の規定によりまし

て、議会の議決を求めるものでございます。

なお、議案第５９号説明資料には、航空写真によります当該土地の不法占有の

状況をお示ししておりますので、ご覧ください。

こちら資料の中央にございます斜線で表示しております、こちらが町有地高岡

１７５３番２、並びにその隣接いたします水路敷き及び里道敷き、こちらでは

約３０台の有体動産、放置車両が確認されております。

資料左側のＡです、並びに中央部やや右側のＢの丸、こちらは福崎財産区の所

有地、高岡字塩田西１９６６番１になりますが、こちらでは有体動産が放置さ

れている場所、こちらを図示させていただいております。なお、この福崎財産

区所有地では、このＡＢ合わせまして、そのほか２５台の車両が確認されてお

ります。

以上、議案第５９号、訴えの提起についての提案説明とさせていただきます。

続きまして、議案第６０号、福崎町道路線の廃止及び認定について、ご説明申

し上げます。

当議案は、道路法第１０条第３項及び第８条第２項の規定によりまして、福崎

町道路線を別紙のとおり廃止及び認定することについて、議会の議決を求める

ものでございます。

議案別紙をご覧ください。

町道福崎駅田原線につきまして、路線を延長し、終点が変更となりますため、

一旦廃止を行い、新たに認定するものでございます。

この路線の位置等につきましては、議案第６０号の説明資料１ページをご覧い

ただきたいと思います。

廃止する路線といたしまして、起点、福崎町福田字中溝３０２番１１地先から、

終点は、福田字藤井３４１番１地先までとなっております。なお、こちらの区

間でございますが、福崎駅周辺整備の一環として施工いたしまして、現在は供

用中でございます。

続きまして、説明資料の２ページをお願いいたします。

先ほど廃止の説明をいたしました町道福崎駅田原線につきまして、新たに認定

する路線の説明図面となっております。
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起点は同じで、福田字中溝３０２番１１地先からとなりまして、終点につきま

しては、今回の整備予定区間でございます町道千束新町線との合流部、馬田字

竹ノ元５５番１地先までの５９６．０７メートルとなってございます。幅員に

つきましては、１４メートルから１２９．２メートルでございます。こちらの

道路等級でございますが、廃止前と同様に１級町道としたいと考えております。

今回、この町道福崎駅田原線を延長して、工事までに道路認定を行う理由につ

いてでございますが、現在作業中でございます都市計画決定の変更、こちらに

つきましては、令和３年１２月中に告示のめどが立ったことなどを受けまして、

この事業につきましては、国庫補助金を活用し、道路事業に着手したいと考え

ております。なお、この１０月には、詳細設計などについて委託発注を行う予

定といたしております。

この新設道路でございますが、国庫補助事業として、この道路事業を行うに当

たりましては、事業区域が道路区域として設定されていること、こちらが前提

条件となってございます。先ほど申し上げましたように、この町道福崎駅田原

線につきましては、国庫補助金を活用した事業としておりますので、今回、事

業着手に先立ちまして、この道路認定をお願いするものでございます。

以上、議案第６０号、福崎町道路線の廃止及び認定についての提案説明とさせ

ていただきます。

５９号、６０号、両議案とも、よろしくご審議いただきまして、ご賛同賜りま

すよう、お願いいたします。

議 長 以上で、本定例会１日目の日程は終わりました。次の定例会２日目は、９月７

日火曜日午前９時３０分から再開します。

本日はこれにて散会いたします。

お疲れさまでした。

散会 午後 ３時１８分


